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手取川、梯川等大規模氾濫に関する減災対策協議会 

規約改正（案）について 

 

 

 

１．平成３０年７月１日に、オブザーバーの北陸電力株式会社にて組織改正が行われ、機関

名に変更があったことから、別表－１を改める。 

 

２．白山市、能美市及び野々市市の幹事が２名に変更となること、石川県土木部河川課の幹

事名に変更があったことから、別表－２を改める。 

 

 

資料―４ 





手取川・梯川等大規模氾濫に関する減災対策協議会 規約（案） 

 

（設置） 

第１条 水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 15 条の 9 に基づく「手取川、梯川等大規模

氾濫に関する減災対策協議会」（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、平成２７年９月関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生したこ

とを踏まえ、河川管理者、県、市町等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、

ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、手取川、梯川及び大

慶寺川、倉部川流域において氾濫が発生することを前提として社会全体で常に洪水に備

える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。 

 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。 

２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

３ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて別表

１の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることができる。 

 

（幹事会の構成） 

第４条 協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２の職にある者をもって構成する。 

３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、減災対策等の各種検討、調

整を行うことを目的とし、結果について協議会へ報告する。 

５ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に応じて別表

２の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることができる。 

 

（協議会の実施事項） 

第５条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

 一 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又は

連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。 

 二 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水を実現する

ために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた地域の取組方針を作

成し、共有する。 

 三 毎年、協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実施状況を確認

する。また、本協議会等を中心として、毎年出水期前にトップセミナーや堤防の共同

点検等を実施し、状況の共有を図る。 

四 その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。 
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（会議の公開） 

第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によって

は、協議会に諮り、非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開と見な

す。 

（協議会資料等の公表） 

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個

人情報等で公開することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しな

いものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得た後、

公表するものとする。 

（事務局） 

第８条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

２ 事務局は、北陸地方整備局金沢河川国道事務所（調査第一課）、石川県（土木部 河川

課）が共同で行う。 

（雑則） 

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事

項については、協議会で定めるものとする。 

（附則） 

第１０条 本規約は、平成２８年５月９日から施行する。 

改 正 平成２８年 ８月３１日 （別表－１及び２改め） 

改 正 平成２９年 ５月１５日 （第１条，第２条及び別表－１，２改め） 

改 正 平成２９年１０月２６日 （第１条及び別表－１改め） 

改 正 平成○○年○○月○○日 （別表－１及び２改め）
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別表－１ 

機 関 名 代 表 者 

金 沢 市 市 長 

小 松 市 市 長 

白 山 市 市 長 

能 美 市 市 長 

野 々 市 市 市 長 

川 北 町 町 長 

石川県 土木部 河川課 課 長 

〃  危機管理監室 危機対策課 課 長 

〃  南加賀土木総合事務所 所 長 

〃  石川土木総合事務所 所 長 

金沢地方気象台 台 長 

北陸地方整備局 金沢河川国道事務所 所 長 

＜オブザーバー＞ 

加 賀 市 

石川県 農林水産部 農業基盤課 

北陸電力(株) 手取水力センター 

電源開発(株) 九頭竜電力所（手取川事務所） 

西日本旅客鉄道(株) 金沢支社 金沢保線区 

中日本高速道路(株) 金沢支社 金沢保全・サービスセンター

陸上自衛隊 第十四普通科連隊第二科

金沢大学大学院自然科学研究科都市・河川防災講座 
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別表－２ 

所      属 幹 事 名 

金 沢 市 
内水整備課長 

危機管理課長 

小 松 市 
防災安全センター長 

道路河川課長 

白 山 市 
土 木 課 長 

危機管理課長 

能 美 市 
土 木 課 長 

危機管理課長 

野 々 市 市 
建 設 課 長 

環境安全課長 

川 北 町 土 木 課 長 

石川県 土木部 河川課 担 当 課 長 

 〃  危機管理監室 危機対策課 課 長 補 佐 

〃  南加賀土木総合事務所 河川砂防課長 

〃  石川土木総合事務所 建 設 課 長 

金沢地方気象台 防 災 管 理 官 

北陸地方整備局 金沢河川国道事務所 副所長（河） 

＜オブザーバー＞ 

加 賀 市 
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目標達成のための取組状況のとりまとめについて

資料－５－１



○【手取川】概ね５年で実施する取組

具体的な取組

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削
・侵食・洗掘対策
・浸透対策
・河道管理
・霞堤の維持・保全

引き続き実施 ○

・手取川ダム、大日川ダム
の適切な施設管理

順次整備 ○ ○

■危機管理型ハード対策

・天端保護 W
H28年度

から順次整備
○

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①新技術を活用した水防
資機材の検討及び配備

M,P,
Q

H28年度
から検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②円滑な避難活動や水防
活動等に資する監視カメラ
や簡易水位計、侵食セン
サー等の整備

L,J
H28年度

から順次整備
○ ○ ○

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①氾濫特性を踏まえたリア
ルタイムの浸水情報提供

G,Ｈ
I,Ｊ

順次整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

②避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の検討・検証等

C 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇

⑤関係機関が連携した広
域避難計画の検討

D,E 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥想定される最大規模の
降雨による浸水や家屋倒
壊に対応する「立ち退き避
難区域」等を検討し、ハ
ザードマップに反映

D,Ｅ
Ｆ

H28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑦水位予測の検討及び精
度の向上

B,M
H28年度
から検討

○ ○

⑧気象情報発信時の「危
険度の色分け」や「警報級
の現象」等の改善

J H29年度 ○ 活用

⑨水害危険性の周知促進
（水位周知河川の追加）

X
H30年度
から検討

○

④関係機関と住民が協働
しながら、外水・内水氾濫
に対応した避難計画の検
討

D,Ｅ
Ｆ,K

H28年度から
順次実施

○ ○ ○

活用

○ ○ ○ ○

地域住民事項
北陸地整 石川県

金沢地方
気象台

白山市 能美市 小松市 川北町 野々市市 金沢市

実施する機関具体的な取組の柱
課題の
対応

目標時期

○

U,V

③想定最大規模も含めた
破堤点別浸水想定区域
図、 家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表（浸水ナビ等に
よる公表）

D,Ｅ
Ｆ

H28年度から
実施

○
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○【手取川】概ね５年で実施する取組

具体的な取組

地域住民事項
北陸地整 石川県

金沢地方
気象台

白山市 能美市 小松市 川北町 野々市市 金沢市

実施する機関具体的な取組の柱
課題の
対応

目標時期

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自治会や地域住民が参
加した洪水に対する水害リ
スクの高い箇所の共同点
検の実施

Ａ 順次毎年実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②昭和９年洪水を伝承し、
水防工法を学ぶ親子防災
教室の実施

Ａ 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

③住民意識の変革に資す
る防災講演会・講座等を実
施

Ａ 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④住民意識の喚起に資す
る「まるごとまちごとハザー
ドマップ（モデル地域）」の
設置

D,F
I

順次実施 ○ ○ ○ ○ 活用

⑤効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立つ
広報や資料を作成・配布

H 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑥住民の防災意識を高
め、地域の防災力の向上
を図るための自主防災組
織の充実

K 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

⑦浸水実績などの把握・
水害リスクの周知（浸水実
績図の作成・周知）

X 順次実施 ○ ○ ○

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

①外水・内水氾濫に対応し
た水防団等への迅速な水
防活動の連絡体制の確保
や実働訓練の実施

N
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②自治体関係機関や水防
団が参加した洪水に対す
るリスクの高い箇所の合同
巡視の実施

L,M
N

引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③毎年、関係機関が連携
した水防実働訓練等を実
施

P,Q
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④水防活動の担い手とな
る水防団、水防協力団体
の募集・指定を促進　また
は地域事業者による水防
支援体制の構築

O,Q
引き続き

実施
○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

⑤国・県・自治体職員等を
対象に、水防技術講習会
を実施

P 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥大規模災害時の復旧活
動の拠点等配置計画の検
討を実施

R
H28年度
から検討

○

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

①要配慮者利用施設によ
る避難確保計画の作成に
向けた支援を実施

K 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②大規模工場等への浸水
リスクの説明と水害対策等
の啓発活動

I
H28年度
から実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用
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○【手取川】概ね５年で実施する取組

具体的な取組

地域住民事項
北陸地整 石川県

金沢地方
気象台

白山市 能美市 小松市 川北町 野々市市 金沢市

実施する機関具体的な取組の柱
課題の
対応

目標時期

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

①大規模災害時の救援・
救助活動等支援のための
拠点等配置計画の検討を
実施

E,S
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①大規模水害を想定した
手取川排水計画（案）の検
討を実施

S,T
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○

②排水ポンプ車の出動要
請の連絡体制等を整備

T
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○

③関係機関が連携した排
水実働訓練の実施

T 順次実施 ○ ○ ○ ○
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【手取川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　1／4
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況：実施済みの取組 ：実施済みの取組

項目 事項 内容
課題の
対応

実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・洪水を安全に流す対策を推進する。
・洪水を安全に流すため、適切な河道
管理を推進する。
・氾濫が発生した場合でも被害を軽減
する霞堤の維持・保全を行う。

引き続き実
施

・白山市湊地区で河道掘削を実施中
・川北町舟場島地先において急流河
川対策を実施中

引き続き実
施

・手取川ダムの適切な施設管理 順次
実施

・大日川ダムの適切な施設管理 順次
実施

・実施中 引き続き実
施

・実施中 引き続き実
施

■危機管理型ハード対策

・堤防天端の保護 H28年度
から順次
整備

・要対策箇所の天端保護を実施【H29】 H29完了

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・水防連絡会にて水防倉庫の備蓄材
などの合同巡視を実施
・新技術（水のう等）を活用した資機材
等の配備

・引き続き実
施

・H28年度か
ら検討

・水防資機材の配備状況の確認・整備

・新技術を活用した水防資機材等の配
備を検討する。

・引き続き実
施

・H28年度か
ら検討

水防倉庫及び倉庫内資機材の点検
・手取川水防事務組合（事務局兼務）
・水防倉庫（美川堤、朝日前三番堤、
道下堤、神田堤、伝兵衛島）

随時 水防倉庫及び倉庫内備品の点検（能
美市役所）

随時 ・水防倉庫及び倉庫内備品の点検。 随時 水防倉庫及び倉庫内備品の点検 随時 水防倉庫及び倉庫内備品の点検 随時

・今後検討予定 ・引き続き実
施

・【H30.5.29】水防資材配備状況確認

・吸水性土のうを試験的に導入

・引き続き実
施

・順次実施

・水防倉庫及び倉庫内資機材の点検 随時 【H30.5.21】出水期前に倉庫内備品の
確認
また、各避難所に備蓄倉庫の設置

随時 ・水防倉庫及び倉庫内備品の点検。 引き続き実
施

・水防倉庫及び倉庫内備品の点検。 随時 水防倉庫及び倉庫内備品の点検を実
施

随時

・簡易水位計の設置
・ＣＣＴＶカメラの設置

H28年度
から順次
整備

・水位計・量水標等の設置の検討 順次実施 冠水箇所等の監視カメラ設置
能美市内１４箇所に河川等を監視する
カメラを設置し、市民も閲覧できるよう
にホームページに掲載

設置済

・簡易水位計を５箇所に設置完了 H30完了 ・簡易水位計の設置
平瀬川

引き続き実
施

【平成27年3月】市内14箇所設置。市
民も閲覧できるようにホームページに
掲載　【平成30年4月】ケーブルテレビ
で配信開始

設置済

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・川の防災情報システムの改良及びス
マートフォンを活用した情報発信
・防災情報を一元化し、共有・閲覧でき
るシステム（プラットホーム）を構築
・プッシュ型の洪水予報等の情報発信

順次
実施

・石川県河川総合情報システムによる
情報提供
・スマートフォンの普及にあわせて見
やすく操作が容易な画面の作成。ＧＰ
Ｓ機能により現在地の地図を表示する
ことで河川利用者が近くの水位、雨量
情報を確認
・メール登録することで、気象、雨量、
水位情報が自動配信

引き続き実
施

・気象情報・注意報を発表し、現象ごと
に警戒期間、注意期間、ピーク時間
帯、雨量などの予想最大値を周知

・必要に応じて、自治体に情報伝達
（ホットライン）を実施。今年度より指定
河川対応の情報伝達（ホットライン）め
やすを追加。

・防災情報提供システムの「予報官コ
メント」により、警報、注意報の見込み
をカラーコードでわかりやすく提供。今
年度より危機的状況を伝えるカラー
コード（紫）を追加。

・短文形式の気象情報により、危機的
状況を市町や住民に周知。今年度よ
り、危機的状況が予想れる段階でも発
表するよう改善。

引き続き実
施

平成28年出
水期より改
善実施

平成28年出
水期より改
善実施

平成28年出
水期より改
善実施

①白山市メール（防災・防犯）
②防災行政無線のデジタル化
③あさがおテレビデータ放送緊急情報
④Ｆａｃｅｂｏｏｋによる情報提供
⑤Ｌアラート
⑥ドローンの研究

①、③、④、
⑤引き続き
実施
②完了
⑥平成30年
度職員研修
開催

①市民の災害対策及び情報伝達
・防災行政無線のデジタル化及び戸別
受信機の全戸配布
②冠水箇所等の監視カメラ設置
能美市内１４箇所に河川等を監視する
カメラを設置し、市民も閲覧できるよう
にホームページに掲載
ケーブルテレビで配信
③地域防災計画概要版の全戸配布

①平成２１
年度から平
成２５年度
②設置済
③平成１７
年度に策定
後随時見直
し

①防災行政無線の整備及びデジタル
簡易無線の全世帯設置。
②災害緊急メールの発信。
③ケーブルテレビやコミュニティFM、
ホームページによる災害情報提供。
④「わが家の防災ファイル」を作成し、
全世帯に配布。

①平成２１
年度から平
成２９年度
②③④引き
続き実施

・町民の災害対策及び情報伝達
①防災行政無線
②町ホームページ
③エリアメール
④ケーブルテレビ

引き続き実
施

・市民の災害対策及び情報伝達
①ＦＭ放送局
②防災行政無線
③全国瞬時警報システム(J-ALERT)
④ホームページ
⑤メール配信(ほっとHOTメール、エリ
アメール等)
⑥防災アプリ配信（ヤフー株式会社と
の災害協定締結）

引き続き実
施

・市民の災害対策及び情報伝達
①防災行政無線
②電光情報表示システム
③全国瞬時警報システム(J-ALERT)
④ホームページ
⑤メール配信(ぼうさいドットコム、
　エリアメール等)

引き続き実
施

・プッシュ型の洪水予報等の情報配信
をH29.6.15より実施

H29完了 ・実施済 ・上記の改善事項については、首長訪
問（能美市9/26、小松市8/1、白山市
8/2、川北町9/22、野々市市9/28）に
て首長他防災、建設部局担当者対し、
内容説明を実施し、市町の理解を得
た。

・気象情報・注意報を発表、警戒期
間、注意期間等の周知

・必要に応じて、危機的状況時に自治
体に情報伝達（ホットライン）を実施。
また、危機的状況が差し迫っている段
階でもホットラインを実施する事を追加
した。

・予報官コメントのカラーコード運用
・短文形式の気象情報

実施済み

引き続き実
施

6/15より改
善実施済

引き続き実
施

・①、③、④、⑤【実施済】
・②【実施済】松任、美川、鶴来地域
・②H30山ろく地域にて実施、完了

①、③、④、
⑤引き続き
実施
②実施済

平成21年度から平成25年度にかけて
防災行政無線の整備
①③転入者等へ随時配布

①平成２１
年度から平
成２５年度
②設置済
③平成１８
年度に策定
後随時見直
し

①防災行政無線の整備は完了済み。
デジタル簡易無線の全世帯設置は平
成29年９月に完了。新築・転入者等へ
随時配布。
②③は実施済み。
④転入者に対し、わが家の防災ファイ
ルを配布。H30年度更新し全世帯配布
済

①～④引き
続き実施

①毎日朝・晩（２回）の定時放送
②③④継続して実施

引き続き実
施

【毎日実施】
②防災行政無線の定時放送
【年６回実施】
③全国瞬時警報システム(J-ALERT)
の受信及び連動訓練の実施
【毎月１日実施】
⑤メール配信テスト

引き続き実
施

継続 引き続き実
施

・出水後におけるタイムラインの検証と
改善
・必要に応じて、水位情報等の提供な
ど

順次実施 ・市町が作成するタイムラインの整備
及び検証と改善に参考となる雨量・水
位情報等の提供など

順次実施 ・北陸地整、県、市、町と共同し、整
備・改善を支援

順次実施 ・協議会の中で検討する避難計画等を
踏まえ整備する

平成28年度
から順次実
施

手取川は整備済み。今後も河川管理
者と連携を図り、改善を行う

平成27年度
から順次実
施

・協議会の中で検討する避難計画等を
踏まえ整備する。

平成28年度
から順次実
施

・協議会の中で検討する避難計画等を
踏まえ整備する

平成28年度
から順次実
施

・防災行動計画（タイムライン）の整備
・「水害時における避難行動計画及び
避難勧告等の判断・伝達マニュアル」
の策定

平成28年度
から順次実
施

・避難判断・伝達マニュアル（タイムラ
イン記載）の作成及び改正

作成(H27)・
改正(H28)済

・白山市、能美市、野々市市、川北町
において策定済み
・小松市調整中

順次実施 ・市町の作成したタイムラインに資する
雨量情報等の提供など

順次実施 ・必要に応じ、関係機関と連携し改定
作業を支援する。

順次実施 変更等が生じれば随時修正 H28完了 ・現在、手取川タイムラインのたたき台
は作成済みであり、公表後、協議会の
中で検討する避難計画等を踏まえ、内
容の精査・見直しを行う。

引き続き実
施

【Ｈ29.3】策定
変更等が生じれば随時修正

平成28年度
から順次実
施

【Ｈ29.2.23】策定
タイムラインと「水害時における避難行
動計画及び避難勧告等の判断・伝達
マニュアル」を防災会議に諮り策定

H28完了 変更等が生じれば随時修正 H29完了

・手取川洪水浸水想定区域図の策定・
公表
・家屋倒壊等氾濫想定区域図を作成
し自治体へ提供
・想定最大規模降雨の梯川氾濫シミュ
レーションの公表

H29年度か
ら実施

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・【H30.6.21】浸水ナビを公表

H29完了

③想定最大規模も含めた破堤点別浸
水想定区域図、 家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表（浸水ナビ等による公表）

D,Ｅ
Ｆ

②避難勧告等の発令に着目した防災
行動計画（タイムライン）の検討・検証
等

C

・天端保護 W

①新技術を活用した水防資機材の検
討及び配備

M,P,
Q

②円滑な避難活動や水防活動等に資
する監視カメラや簡易水位計、侵食セ
ンサー等の整備

L,J

金沢地方気象台北陸地整

①氾濫特性を踏まえたリアルタイムの
浸水情報提供

G,Ｈ
I,Ｊ

・河道掘削
・侵食・洗掘対策
・浸透対策
・河道管理
・霞堤の維持・保全

・手取川ダム、大日川ダムの適切な施
設管理

U,V

減災のための取組項目（素案）
（概ね５年間）

石川県 金沢市小松市 川北町 野々市市白山市 能美市
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【手取川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　2／4
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況：実施済みの取組 ：実施済みの取組

金沢地方気象台北陸地整
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
石川県 金沢市小松市 川北町 野々市市白山市 能美市

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・浸水想定区域の浸水深、浸水継続
時間及び家屋倒壊危険区域の情報提
供を行う。

H29年度か
ら実施

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方法
を検討する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方法
を検討する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方法
を検討する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方法
を検討する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方法
を検討する。

平成29年度
から検討

浸水想定区域の浸水深、浸水継続時
間をもとに、避難方法を検討する。

平成31年度
から検討

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。
・住民避難計画作成支援

H29完了

引き続き実
施

ハザードマップ作成にあたり、地域ごと
に町会長及び町会で防災に関わる人
を集め、浸水想定の説明と逃げ方向
などの意見聴取を実施

平成30年度 ・公表された浸水想定区域図等に基
づき避難計画の作成を検討する。

平成30年度
から検討

・浸水想定区域図を参考に順次実施。 平成29年度
から順次実
施

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方法
を検討する。

平成29年度
から検討

関係する水位周知河川の浸水想定区
域見直しに合わせ、避難方法を検討
する。

平成31年度
から順次実
施

・作成に必要な情報の提供及び策定
を支援

H28年度
から順次
実施

・作成に必要な情報の提供及び策定
を支援

順次実施 ・市町の避難判断マニュアルの改訂支
援を主軸に避難計画策定を支援

引き続き実
施

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の現実性について検討する

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の現実性について検討する

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の必要性や現実性について検討
する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に関係
団体と検討する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の現実性について検討する

平成29年度
から検討

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。
・住民避難計画作成支援

H29完了

引き続き実
施

・作成に必要な予算措置に関する情
報提供を実施

順次実施 ・現時点での支援要請はないが、引き
続き、市町の避難判断マニュアルの改
訂支援を主軸に避難計画策定を支援

引き続き実
施

・能美市、川北町からの要請を受け協
議を実施。

継続中 隣接市への避難を希望する町会があ
り、ハザードマップに隣接市エリアへの
逃げ方向を表示することについて当該
市へ相談し了解を得る。

平成30年度 ・公表された浸水想定区域図等に基
づき広域避難の必要性や現実性につ
いて検討する。

平成30年度
から検討

・浸水想定区域図を参考に順次実施。 平成29年度
から順次実
施

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の現実性について検討する

平成29年度
から検討

・ハザードマップポータルサイトの周知
と活用を促進

H28年度
から実施

・総合防災マップを平成３１年３月に発
行予定（手取川の浸水想定について
は、想定最大規模にて掲載予定）

平成3１月３
月予定

ホームページ内に各種ハザードマップ
の掲載

平成29年度
から検討

H３０年度ハザードマップを見直し、
H３１年度から各町内へ周知

平成29年度
から検討

・ハザードマップの見直しを行い、全戸
配布により周知する

平成29年度
から検討

ホームページ内に各種ハザードマップ
の掲載

平成29年度
から検討

ハザードマップの見直しを行い、ホー
ムページに掲載

平成31年度
に実施予定

・ハザードマップポータルサイトの周知
・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。
・住民避難計画作成支援

H28完了

引き続き実
施

現在作成中のハザードマップに避難
方向及び避難時の注意箇所を掲載予
定

平成31年度
夏頃

・公表された浸水想定区域図等に基
づき立ち退き避難区域等を検討する。

平成30年度
から検討

・浸水想定区域図を参考に順次実施。 平成29年度
から順次実
施

ホームページ内に各種ハザードマップ
の掲載

平成29年度
から検討

関係する水位周知河川の浸水想定区
域見直しに合わせ、ハザードマップの
見直しを実施

平成31年度
に実施予定

・現状予測期間（～3時間）
・更に数時間（4～6時間程度）先も含
め水位予測の精度向上の検討・シス
テム改良を行う

H28年度
から検討

・洪水予測に必要な情報提供を行う H28年度
から実施

・洪水予測精度向上に向け検討中 H30～ ・県が管理する雨量情報等洪水予測
に必要な情報提供の依頼があれば速
やかに対応する

引き続き実
施

・警報等における危険度の色分け表
示
・「警報級の現象になる可能性」の情
報提供
・メッシュ情報の充実化（大雨・洪水注
警報を補足するメッシュ情報）

Ｈ29年度

・警報等における危険度の色分け表
示
・「警報級の現象になる可能性」の情
報提供
・メッシュ情報の充実化（大雨・洪水注
警報を補足するメッシュ情報）

Ｈ29年度か
ら運用開始

・市町の役場等に係る河川のうち、現
在、水位周知河川に未指定の河川に
ついて、追加指定の検討する。

平成30年度
から順次実
施

・市町の役場等に係る河川のうち、現
在、水位周知河川に未指定の河川に
ついて、追加指定の検討する。

検討中

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・重要水防箇所等の共同点検を実施 順次
毎年実施

・重要水防箇所等の共同点検を実施 順次実施 ・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・【H30.6.6】重要水防箇所等の合同巡
視を実施

・引き続き実
施

・【H30.5.29】重要水防箇所等の合同
巡視を実施

順次実施 ・重要水防箇所区域パトロールに参加 順次
毎年実施

【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区域
パトロールに参加
【H30.12】ハザードマップ作成にあた
り、地域ごとに町会長及び町会で防災
に関わる人を集め、浸水想定の説明と
逃げ方向などの意見聴取を実施

パトロール
は毎年参加

同上 同上 金沢河川国道事務所及び教育関係者
と合同で共同点検を実施した。

GW前、
夏休み前

・市町の要請により、出前講座等を積
極的に行っていく。

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前講
座等を行っていく。

順次実施 ・普及啓発教材の提供により学校での
普及啓発を支援。

引き続き実
施

・市内の学校から要請により出前講座
等を行う。

随時 各小中学校及び高校から要請があっ
た場合、出前講座を行う。

随時 ・小中学校での水害教育を実施する。 引き続き実
施

小学校での水防教室を実施している。 引き続き実
施

・市内の学校から要請により出前講座
等を行う。

随時

・【H30.8.10】手取川アウトドア教室を
開催

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前講
座等を行っていく。

順次実施 ・配布資料を作成し、内容検討中 引き続き実
施

・地区自主防災組織が主催した親子
防災イベントへの支援。

随時 【H29.8.1】小学生を対象とした手取川
アウトドア教室に参加。
【Ｈ28.6月】防災センターに手取川水害
資料の常設展示開始

随時 同上 同上 小学生を対象に水防教室を実施した。 H30.6

・市町の要請により、出前講座等を積
極的に行っていく。

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前講
座等を行っていく。

順次実施 ・地域防災リーダーや市町職員研修な
どへの出前講座の実施及び市町の防
災訓練へのなどへのオブザーバー派
遣。

引き続き実
施

まちかど市民講座の開催
防災意識の啓発のため、町会、各種
団体等を対象に市民講座を開催す
る。

平成２８年度
１０会場
平成２９年度
９会場
平成３０年度
１２会場

町会、各種団体から要請があった場
合、出前講座を行う。

随時 ・自主防災訓練や防災研修会、出前
講座等を活用し、水防災等に関する説
明を実施する。

引き続き実
施

町会、各種団体から要請があった場
合、出前講座を行う。

随時 ・町会、各種団体から要請があった場
合、出前講座を行う。

随時 ・自主防災会等からの申し込みを受
け、防災出前講座、水防出前講座等
を行う。

引き続き実
施

・【H28.9.25】防災講演会を実施
・【H30.8.4】金沢地方気象台主催のお
天気フェアにて、来場者を対象にマイ・
タイムラインの作成等を実施
・【H30.7.29】能美市三ツ屋町の要請を
受け出前講座を実施
・【H31.3.8】白山野々市消防本部防火
安全協会主催防災講演会出前講座

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前講
座等を行っていく。
・防災士を対象としたセミナーを実施

順次実施 ・石川県市町災害対応力強化研修会
石川県へ講師を派遣（H30.7.28）
・野々市市総合防災訓練への講師派
遣(H30.8.20)
・気象情報実見担当者連絡会を実施
(H30.11.9)
・石川県主催の「防災士スキルアップ
研修」に講師として参加
（H31 2.9、2.11、2.17、3.3、3.9）
・県や市町等行政機関や学校、各種
団体から要請があった場合、出前講
座・講演等を実施。

引き続き実
施

・H３０年度にまちかど市民講座を１２
会場で実施。

各種団体、学校や町会・町内会から出
前講座の要望を受けて実施
洪水に関する出前講座、H29年度２団
体、H30年度は10月時点で9団体

随時 ・消防本部や小松防災士の会と連携
し、住民に対する防災研修会を実施す
る。

引き続き実
施

町会、各種団体から要請があった場
合、出前講座を行う。

随時 ・町会、各種団体から要請があった場
合、出前講座を行う。

随時 【平成２９年度】
防災出前講座　83回
水防出前講座　28回
【平成３０年度】
防災出前講座　78回
水防出前講座　17回

引き続き実
施

・市町が作成するまるごとまちごとハ
ザードマップへの情報提供

順次実施 ・市町が整備するまるごとまちごとハ
ザードマップへの情報提供

順次実施 ・浸水想定区域図等の公表後、ハ
ザードマップの見直しの際に検討す
る。

H29年度
以降実施

・浸水想定区域図等の公表後、ハ
ザードマップの見直しの際に検討す
る。

H29年度
から実施

順次実施 ・「まるごと・まちごとハザードマップ実
施の手引き」等を参考に、市町へ情報
提供を行う。

順次実施 ・公表された浸水想定区域図等に基
づき、ハザードマップの見直しの際に
検討する。

引き続き実
施

「水防災意識社会」の再構築に役立つ
広報や資料を作成・配布

H28年度
から実施

・水害防止啓発用チラシを作成してい
る。県民へ広く周知していく。

引き続き実
施

金沢河川国道事務所と連携し「水防災
意識社会」の再構築に役立つ広報や
資料を作成・配布

H28年度か
ら実施

・総合防災マップに避難方法等の防災
情報を掲載し、全戸へ配布予定

平成3１月4
月予定

「水防災意識社会」の再構築に役立つ
広報や資料を作成・配布

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

・北陸地整や石川県からの情報提供
後、「水防災意識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作成・配布する。

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

金沢河川国道事務所と連携し「水防災
意識社会」の再構築に役立つ広報や
資料を作成・配布

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

金沢河川国道事務所と連携し「水防災
意識社会」の再構築に役立つ広報や
資料を作成・配布

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

金沢河川国道事務所と連携し「水防災
意識社会」の再構築に役立つ広報や
資料を作成・配布

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

・浸水想定区域パンフレット作成・配布 引き続き実
施

・新聞や県のテレビ広報番組を活用した、平時からの水
防災情報の周知・教育
・水防団員を対象とした水防災情報の利活用に関する
勉強会の実施
・ハザードマップの活用方法をわかりやすく解説したリー
フレットを作成・周知（H30.11～）

引き続き実
施

・必要に応じ、関係機関と連携し作業
を支援する。

随時実施 洪水ハザードマップの完成に合わせ、
各種災害統合版のマップ及び防災情
報を盛り込んだ冊子を全戸配付の予
定

平成31年度
夏頃

・公表された浸水想定区域図等に基
づき、必要に応じて広報等を実施す
る。

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

浸水想定区域図を参考に、広報や資
料作成・配布について検討する。

平成29年度
から検討。

必要に応じて、関係機関と連携し作業
を実施

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

必要に応じて、関係機関と連携し作業
を実施

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

④住民意識の喚起に資する「まるごと
まちごとハザードマップ（モデル地域）」
の設置

D,F
I

⑤効果的な「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を作成・配布

H

①自治会や地域住民が参加した洪水
に対する水害リスクの高い箇所の共
同点検の実施

Ａ

②昭和９年洪水を伝承し、水防工法を
学ぶ親子防災教室の実施

Ａ

③住民意識の変革に資する防災講演
会・講座等を実施

Ａ

⑥想定される最大規模の降雨による
浸水や家屋倒壊に対応する「立ち退き
避難区域」等を検討し、ハザードマップ
に反映

D,Ｅ
Ｆ

⑦水位予測の検討及び精度の向上 B,M

⑨水害危険性の周知促進
（水位周知河川の追加）

X

⑧気象情報発信時の「危険度の色分
け」や「警報級の現象」等の改善

J

④関係機関と住民が協働しながら、外
水・内水氾濫に対応した避難計画の
検討

D,Ｅ
Ｆ,K

⑤関係機関が連携した広域避難計画
の検討

D,E

- 5 -



【手取川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　3／4
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況：実施済みの取組 ：実施済みの取組

金沢地方気象台北陸地整
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
石川県 金沢市小松市 川北町 野々市市白山市 能美市

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自主防災組織の育成
・浸水想定区域内の自主防災組織の
組織率９５．１％（市全体９３．０％）
・自主防災委員会の設立（５委員会）
・防災訓練の随時実施
②防災士のフォローアップ
・研修会の実施
③女性防災士の増員
・市女性協議会への働きかけ
④家庭用防災用品への補助
市民の防災意識の向上を図るため
に、市民が購入した防災用品に対し
て、その経費の３分の１に相当する額
（３，０００円を上限）を補助する。

①平成31年
3月現在

②随時実施

③継続して
実施

④平成28年
度から実施

・自主防災組織の結成率100％を目指
し、町内会に働きかけるとともに積極
的な育成に取り組む。
・自主防災組織のリーダーとなる防災
士の育成を図っていく。

引き続き実
施

・自主防災組織の結成率は100％であ
り、今後は防災訓練の実施率を向上さ
せていく。
・自主防災組織のリーダーとなる防災
士やしみん救護員の育成を図ってい
く。
・全校下に避難所運営協議会を設立
し、地域住民による避難所運営を目指
す。

引き続き実
施

・自主防災組織の育成支援を実施。 引き続き実
施

・自主防災組織の結成率100%を目指
し、町内会に働きかけるとともに積極
的な育成に取り組んでいる。
・平成30年11月1日現在の結成率は
96%（54町内会中52町内会で結成済
み）
・防災士の育成
防災スキルアップ研修を実施
・自主防災組織資機材補助

引き続き実
施

・地域協働による防災訓練を実施
・防災資機材等整備費補助を実施
・かなざわコミュニティ防災士を育成
（自主防災組織から推薦を受けた
方を対象）

引き続き実
施

①自主防災組織の育成を促進中
・自主防災組織の組織率９３．０％
・自主防災委員会の設立（５委員会）
・防災訓練の随時実施
【H31.3現在】
②防災士のフォローアップを実施中
【H31.3現在】
③女性防災士71名（362名中）
　女性消防団員36名
【H31.3現在】
④家庭用防災用品への助成43件
【H31.3現在】

①平成31年
3月現在

②随時実施

③継続して
実施

④平成28年
度から実施

74町会の内71町会結成済み。【Ｈ
30.3.15現在】

現在、能美市の防災士数248人。
Ｈ30年度は48人を県の自主防災リー
ダー育成講座で育成。

引き続き実
施

・自主防災組織の結成率は100％であ
り、今後は防災訓練の実施率を向上さ
せていく。
・自主防災組織のリーダーとなる防災
士やしみん救護員を各500名育成を目
指す。
・全26校下地区に避難所運営協議会
を設立し、地域住民による避難所運営
を目指す。

引き続き実
施

・自主防災組織の育成支援を実施。
・現在47人の防災士を育成済。今年度
は10人を育成。

引き続き実
施

【Ｈ30.11.1】結成率96％（54町内会中
52町内会で結成済み）
・防災士の育成
防災士、自主防災組織、自警団等に
対し、防災スキルアップ研修を実施す
る。
・自主防災組織敷材補助

引き続き実
施

同上 引き続き実
施

・浸水実績等に関する情報を共有し、
市町において住民等に水害危険性を
周知できるよう支援する。
（浸水実績図の作成）

順次実施 住民等に水害危険性を周知できるよう
検討する。

平成30年度
から検討

住民等に水害危険性を周知できるよう
検討する。

平成30年度
から検討

・【H30.3】浸水実績図を作成。
浸水実績等に関する情報を共有し、市
町において住民等に水害危険性を周
知できるよう支援する。

引き続き実
施

住民等に水害危険性を周知できるよう
検討する。

平成30年度
から検討

現在作成中の防災情報冊子の中で、
昭和9年手取川洪水の被害区域図を
ハザードマップと比較する形で掲載予
定

平成31年度
夏頃

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、県・市・町と共同で情報伝達訓
練を実施する。

引き続き毎
年実施

・情報伝達訓練の実施 引き続き毎
年実施

・情報伝達訓練への支援 引き続き毎
年実施

①水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加する。
②情報伝達訓練への参加
③防災行政無線デジタル化
　・松任、鶴来地域（屋外子局整備。
　　戸別受信機全戸配備予定）
　・美川地域、山ろく地域（屋外
　　子局整備、戸別受信機配備）
④白山市メール（防災・防犯）
⑤あさがおテレビデータ放送緊急情
　報

①引き続き
実施
②随時
③継続
④、⑤引き
続き実施

・各種警報が発令されたとき、迅速に
対応できるよう配備体制表に準じて班
単位でパトロールを実施
・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加する。

引き続き実
施

・防災行政無線や災害情報メール、
HP、facebook等の多様な情報伝達手
段を活用した市民への情報提供する。

・河川管理者と市、消防本部、水防団
の連絡体制を確認し、河川管理者が
行う情報伝達訓練に参加する。

随時 ・防災行政無線の整備
・防災マップの全戸配布
・防災表示板の設置（各地区）
・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加する。

引き続き実
施

・平成26年度に防災行政無線を整備
し、平成27年度より運用を開始。
・災害発生時に、登録制である「ほっと
HOTメールののいち」やコミュニティFM
ラジオ「えふえむ・エヌ・ワン」の緊急割
り込み放送など、あらゆる情報伝達手
段を使って市民への情報伝達に努め
る。
・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加する。

引き続き実
施

・【H28.6.14】排水ポンプ車操作訓練を
実施
・【H29.5.15】水防連絡会の際に連絡
体制について確認

引き続き毎
年実施

・【H30.6.12】情報伝達訓練の実施 引き続き毎
年実施

・平成30年度手取川・梯川洪水予報伝
達演習に参加、事務所と共同で演習
電文を作成。(H30.4.24)
・手取川・梯川総合水防演習
(H30.5.26)

引き続き実
施

①②【H30..4.24】洪水対応演習に参加
③【実施済】松任、美川、鶴来地域
③松任、鶴来地域の全世帯へ戸別受
信機配備計画
④⑤【実施済】

①引き続き
実施
②随時
③継続
④、⑤引き
続き実施

【H30.5.26】手取川・梯川総合水防演
習に参加（国）
【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区域
パトロールに参加
【H30.4.24】防災訓練（情報伝達）に参
加（国）
【H30.6.3】市総合防災訓練（土砂災害
訓練）で水防パトロール招集、出動の
場面も盛り込み実施

引き続き実
施

・防災行政無線や災害情報メール、
HP、facebook等の多様な情報伝達手
段を活用した市民への情報提供する。

・河川管理者と市、消防本部、水防団
の連絡体制を確認し、河川管理者が
行う情報伝達訓練に参加する。

引き続き実
施

同上
（H28.11月より防災行政無線の運用を
開始している。）

引き続き実
施

【毎日実施】
②防災行政無線の定時放送
【毎月１日実施】
⑤メール配信テスト

引き続き実
施

・重要水防箇所等の合同巡視を実施 引き続き毎
年実施

・重要水防箇所等の合同巡視を実施 引き続き毎
年実施

・出水期前に市町や水防団等と重要
水防箇所の合同巡視への参加

引き続き毎
年実施

・河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視を実施する。

引き続き毎
年実施

・出水期前に国県市町や水防団等と
重要水防箇所の合同巡視への参加

引き続き毎
年実施

・河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視を実施する。

引き続き毎
年実施

・河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視を実施する。

引き続き毎
年実施

・河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視を実施する。

引き続き毎
年実施

・【H30.6.6】重要水防箇所等の合同巡
視を実施

引き続き毎
年実施

・【H30.5.29】重要水防箇所等の合同
巡視を実施

引き続き毎
年実施

・手取川・梯川重要水防区域パトロー
ルに参加(H30.6.6)

引き続き毎
年実施

・【H30.6.6】手取川重要水防パトロー
ルに参加

引き続き毎
年実施

【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区域
パトロールに参加

引き続き毎
年実施

・国土交通省重要水防箇所合同PT参
加

引き続き実
施

金沢河川国道事務所及び教育関係者
と合同で共同点検を実施した。

引き続き毎
年実施

【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区域
パトロールに参加

引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加
・水防工法講習会の支援等を行う。

引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加
・水防訓練の実施

引き続き毎
年実施

・関係機関等の要請により、訓練への
支援

引き続き実
施

・自主防災委員会等による防災訓練
・水防管理団体が行う訓練への参加
・毎年、出水期前に水防訓練を実施
・毎年行っている水防訓練の内容を見
直し、実働水防訓練を実施

・随時

・引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加
・毎年、出水期前に水防訓練を実施
・毎年行っている水防訓練の内容を見
直し、実働水防訓練を実施

引き続き毎
年実施
出水期前

・毎年、出水期前に水防訓練を実施。
・毎年行っている水防訓練の内容を見
直し、実働水防訓練を実施。

随時
出水期前

・防災組織の結成に対する助成
・自主防災に係る資機材の設備に対
する助成
・毎年、出水期前に水防訓練を実施
・毎年行っている水防訓練の内容を見
直し、実働水防訓練を実施

引き続き毎
年実施
出水期前

・平成26年度より、全市民（全町内会）
参加の総合防災訓練を実施し、行政
主導ではなく、自主防災組織を中心と
して行う訓練内容にシフトしている。
・毎年、出水期前に水防訓練を実施
・毎年行っている水防訓練の内容を見
直し、実働水防訓練を実施

引き続き毎
年実施
出水期前

・河川管理者、自衛隊等連携し、地域
協働による水防訓練の実施

引き続き毎
年実施

・【H30.5.26】総合水防演習を実施 引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加

・【H30.6.12】水防訓練の実施

引き続き毎
年実施

・能美市防災訓練協力（模擬ホットライ
ン）(H30.2.4及びH30.6.3)

引き続き実
施

・【H30.4.24】洪水対応演習に参加 ・随時 【H30.4.24】防災訓練（情報伝達）に参
加（国）
【H30.6.3】市総合防災訓練（土砂災害
訓練）で水防パトロール招集、出動の
場面も盛り込み実施

引き続き毎
年実施
出水期前

・手取川・梯川・石川海岸水防連絡会
主催　水防工法講習会参加

引き続き実
施

各種関係会議、訓練及び研修会等へ
の参加。

引き続き毎
年実施
出水期前

【H30.8.19】全市民（全町内会）参加の
総合防災訓練を実施

引き続き毎
年実施

【29.5.14】流域自治体と連携し水防訓
練を実施
【30.5.13】近年洪水被害が発生した地
区で自主防災会と連携し水防訓練を
実施

引き続き毎
年実施

災害時協力事業所登録制度
・３４事業所（物資供給、建設業等）
・水防活動の担い手となる水防団員の
募集を促進する。

登録済

引き続き毎
年実施

・水防活動の担い手となる水防団員の
募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・水防活動の担い手となる水防団員の
募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・防災士受講に対する費用負担
・水防活動の担い手となる水防団員の
募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・水防活動の担い手となる水防団員の
募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・水防活動の担い手となる水防団員の
募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・災害時協力事業所登録制度　34事
業所【H31.3現在】

引き続き実
施

広報誌などを活用した広報活動
各種イベント会場での団員募集活動

引き続き毎
年実施

・消防団員募集ポスターの掲示。
・「広報こまつ」・HPによる募集広告。

通年 ・広報誌による募集案内の実施。 引き続き毎
年実施

消防団員募集のポスター等の掲示 引き続き毎
年実施

機能別消防団員制度の導入 H29年度か
ら実施

・水防技術講習会に参加 引き続き実
施

・水防技術講習会に参加 引き続き実
施

・水防工法講習会に参加 引き続き実
施

・水防工法講習会に参加 引き続き実
施

・水防技術講習会に参加。 引き続き実
施

・水防技術講習会に参加 引き続き実
施

【Ｈ29.5.20】
水防工法研修会に参加

引き続き実
施

・水防工法講習会に参加 引き続き実
施

・水防工法研修会（会場：川北町）を毎
年開催

引き続き実
施

【H30.5.26】手取川・梯川総合水防演
習に参加

引き続き実
施

・【H30.5.26】手取川、梯川総合水防演
習において水防工法を実施した。

引き続き実
施

【H30.5.26】手取川、梯川総合水防演
習において水防工法を実施した。

引き続き実
施

・手取川・梯川・石川海岸水防連絡会
主催　水防工法講習会参加

引き続き実
施

・水防工法研修会への参加。 引き続き実
施

【H30.5.26】手取川・梯川総合水防演
習への参加

【H28.6.2】手取川・梯川石川海岸水防
工法講習会に参加

引き続き実
施

・復旧活動の拠点等配置計画を検討 H28年度
から検討

・今後検討予定 引き続き検
討

④水防活動の担い手となる水防団、
水防協力団体の募集・指定を促進　ま
たは地域事業者による水防支援体制
の構築

O,Q

⑤国・県・自治体職員等を対象に、水
防技術講習会を実施

P

⑥大規模災害時の復旧活動の拠点等
配置計画の検討を実施

R

③毎年、関係機関が連携した水防実
働訓練等を実施

P,Q

⑥住民の防災意識を高め、地域の防
災力の向上を図るための自主防災組
織の充実

K

⑦浸水実績などの把握・水害リスクの
周知（浸水実績図の作成・周知）

X

①外水・内水氾濫に対応した水防団
等への迅速な水防活動の連絡体制の
確保や実働訓練の実施

N

②自治体関係機関や水防団が参加し
た洪水に対するリスクの高い箇所の合
同巡視の実施

L,M
N
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【手取川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　4／4
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況：実施済みの取組 ：実施済みの取組

金沢地方気象台北陸地整
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
石川県 金沢市小松市 川北町 野々市市白山市 能美市

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う

引き続き実
施

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う

順次実施 ・福祉避難所開設に係る施設との協
定締結（長寿介護課）
・避難行動要支援者名簿の作成・協定
の締結（生活支援課）
・浸水想定区域図等の公表後に要配
慮者利用施設における計画策定の推
進を行う。

引き続き実
施

H29年度か
ら実施

・要配慮者施設おける早い段階での
災害情報の提供（担当からの電話連
絡や防災行政無線）
・浸水想定区域図等の公表に合わせ
要配慮者利用施設における計画策定
の推進を行う。

引き続き実
施
H29年度か
ら実施

・市の関係部局と調整会議実施
・全対象施設に計画作成の説明会を
実施
・地域防災計画掲載予定　１１７施設

H29年度か
ら実施

・浸水想定区域図等の公表後に要配
慮者利用施設における計画策定の推
進を行う。

H29年度か
ら実施

・浸水想定区域図等の公表後に要配
慮者利用施設における計画策定の推
進を行う。

H29年度か
ら実施

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う

H29年度か
ら実施

・各市町の地域防災計画作成支援の
ための資料を作成【H30.１１幹事会】

引き続き実
施

・【H29.4.21】洪水時等に適切な避難行
動がとられるよう要配慮者利用施設の
管理者に対して説明会を実施

実施済 ・福祉避難所開設に係る施設との協
定締結を推進【H31.3現在】
・避難行動要支援者名簿の作成・協定
の締結を推進【H3１.3現在】
・浸水想定区域図等の公表後に要配
慮者利用施設における計画策定の推
進を実施予定【H3１.3現在】

引き続き実
施

H29年度か
ら実施

要配慮者利用施設に対し、避難確保
計画作成について説明会を開催し、浸
水想定区域等を説明した。担当部署
が作成支援にあたっている。
・地域防災計画掲載予定　66施設
・避難確保計画作成数　 　45施設

平成30年度
実施
引き続き実
施

・関係部局に施設管理者は避難確保
計画を提出

・地域防災計画掲載予定　１１９施設
・避難確保計画作成数　 　１１９施設
・関係各課と情報共有を図り、計画や
訓練の支援に繋げていく。

H30年度
完了

・浸水想定区域図を参考に、要配慮者
利用施設における計画策定の推進を
行う。

H29年度か
ら順次実施

・浸水想定区域図等の公表後に要配
慮者利用施設における計画策定の推
進を行う。

H29年度か
ら実施

・【29.7～】市の関係部局と連絡調整会
議を開催
・【29.9～】対象施設に計画作成の説
明会を実施（６回）
・地域防災計画記載施設　４３０施設
・避難確保計画作成数　　 ２５７施設

H29年度か
ら実施

・大規模工場等への浸水リスクの説明
や水害対策など技術的な助言を行う

引き続き実
施

・大規模工場等への浸水リスクの説明
や水害対策など技術的な助言を行う

順次実施 水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H31年度か
ら実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら実施

・大規模工場等が地域防災計画に定
められた場合には、浸水リスクの説明
や水害対策など技術的な助言を行う

引き続き実
施

・大規模工場等が市町地域防災計画
に定められた場合には、浸水リスクの
説明や水害対策など技術的な助言を
行う

順次実施 必要に応じて、関係機関と連携し作業
を実施

H31年度か
ら実施

同上 同上 水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら順次実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら順次実施

同上 H29年度か
ら順次実施

■救援・救助活動の効率化に関する取組

・広域支援拠点等の検討支援 H28年度
から検討

・広域支援拠点等の検討に対する助
言を行う

順次実施 ①土のう備蓄ボランティアへの協力
・一般社団法人　白山・石川建設業協
会主催
・資材（土のう袋、ブルーシート、パレッ
ト）の準備
②土のうの配備
③各種資機材の整備
④各種備蓄品の整備（アレルギー対
策食品への更新を含む）
⑤浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

①年1回（6月
上旬）
②鶴来地域
配備済、松任
地域は今後
予定
③随時更新
④随時更新

・５箇年計画による各種備蓄品の整備

・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

平成25年度
から5箇年計
画
H29年度か
ら検討

・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討。

H29年度か
ら検討

・指定避難場所への毛布の配置
・公共施設への太陽光発電設備の設
置
・非常持ち出し袋の全戸配布
・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

H29年度か
ら検討

・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

H29年度か
ら検討

・今後検討 引き続き検
討

・広域的な水防資材の確保・調整等を
行う

順次実施 ①【H30.6.8】土のう備蓄ボランティアへ
の協力を実施
②土のう配備を推進【H31.3現在】
③各種資機材の配備を推進【H31.3現
在】
④各種備蓄品の整備を推進【H31.3現
在】
⑤浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配備等を検討予定
【H31.3現在】

①年1回（6月
上旬）
②鶴来地域
配備済、松任
地域は随時
配備中
③随時更新
④随時更新

備蓄計画に基づき各種備蓄品を整備
し、備蓄倉庫内に配置。

地域防災計画中の物資集積拠点を見
直し、3施設を指定

平成30年度
見直し

H30年度

・備蓄物資及び水防避難所の最適な
配置計画を検討する。

H29年度か
ら検討

・指定避難場所への毛布の配置
・公共施設への太陽光発電設備の設
置
・非常持ち出し袋の全戸配布
・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

H29年度か
ら順次実施

・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

H29年度か
ら検討

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水機場、樋門、排水路等の情報を
踏まえ排水ポンプ車の適切な配置計
画などを検討

H28年度か
ら検討

・手取川排水計画（案）の検討に協力 順次実施 ・排水施設等の情報を確認・共有し、
排水ポンプの設置箇所の選定

H29年度か
ら検討

・排水施設等の情報を確認・共有し、
排水ポンプの設置箇所の選定

H29年度か
ら検討

・今後検討予定 引き続き検
討

・手取川排水計画（案）の検討に協力 順次実施 ・検討中【H31.3現在】 H29年度か
ら検討

同上 同上

・毎年、出水期前に県・市・町と連携し
て連絡体制の整備を行い、情報共有
を図る。

引き続き毎
年実施

・連絡体制の確認 引き続き実
施

・河川管理者と連携を図り、連絡体制
の整備を行い毎年確認する。

引き続き毎
年実施

・河川管理者と連携を図り、連絡体制
の整備を行い毎年確認する。

引き続き毎
年実施

・毎年、出水期前に県・市・町と連携し
て連絡体制の整備を行い、情報共有
を図る。

引き続き毎
年実施

・連絡体制の確認 引き続き実
施

・検討中【H313現在】 引き続き毎
年実施

国交省主催　排水ポンプ車の実動訓
練参加【H28.6.14】

引き続き実
施

・実践的な操作訓練や排水計画に基
づく排水訓練の検討及び実施
・水防管理団体が行う水防訓練等へ
の参加

H28年度か
ら実施

・排水ポンプ車の実働訓練の参加 引き続き実
施

・水防訓練と合同で実施を検討
・河川管理者が行う定期的な操作訓
練に参加

H28年度
から実施

・水防訓練と合同で実施を検討。
・河川管理者が行う定期的な操作訓
練に参加。

H28年度
から実施

・毎年、排水ポンプ車操作訓練を実施 引き続き実
施

・国交省主催　排水ポンプ車の実働訓
練に参加していく

引き続き実
施

・検討中【H31.3現在】 H28年度
から実施

国交省主催　排水ポンプ車の実動訓
練参加【H28.6.14】

引き続き実
施

③関係機関が連携した排水実働訓練
の実施

T

①要配慮者利用施設による避難確保
計画の作成に向けた支援を実施

K

②大規模工場等への浸水リスクの説
明と水害対策等の啓発活動

I

①大規模災害時の救援・救助活動等
支援のための拠点等配置計画の検討
を実施

E,S

①大規模水害を想定した手取川排水
計画（案）の検討を実施

S,T

②排水ポンプ車の出動要請の連絡体
制等を整備

T
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○【梯川】概ね５年で実施する取組

具体的な取組

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

　・分水路工整備
　・引堤、河道掘削、浸透
対策

引き続き実施 ○ ○

 ・赤瀬ダムの適切な施設
管理

順次実施 ○

■危機管理型ハード対策

　・堤防天端の保護堤防
　・堤防法尻の保護

W
H28年度

から順次整備
○

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①新技術を活用した水防
資機材の検討及び配備

M,P,
Q

H28年度
から検討

○ ○ ○ ○

②円滑な避難活動や水防
活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計
や量水標等の設置

L,J
H28年度

から順次整備
○ ○ ○

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①外水・内水氾濫の特性
を踏まえたリアルタイムの
浸水情報提供

G,Ｈ
I,Ｊ

順次整備 ○ ○ ○ ○ ○ 活用

②避難勧告の発令や水防
活動に着目したタイムライ
ンの整備及び検証と改善

C 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○

⑤参加市・町による広域避
難計画の策定及び支援

D,E

〔計画規模〕
平成28年度から

順次実施
〔想定最大規

模〕
平成29年度から

順次実施

○ ○ ○ ○ ○

⑥外水・内水の複合氾濫
の想定を反映しつつ、ハ
ザードマップや防災マニュ
アルを改善

D,Ｅ
Ｆ

H28年度から
順次実施

○ ○ ○ 活用

⑦水位予測の検討及び精
度の向上、ダム運用を考
慮した洪水予測システム
の構築により、ダムの危機
管理型運用を実現

B,M
H28年度
から検討

○ ○

⑧気象情報発信時の「危
険度の色分け」や「警報級
の現象」等の改善

J H29年度 ○ 活用

○ ○

活用

④行政と自主防災組織の
協同の下、想定される最
大規模の降雨による浸水
や家屋倒壊に対応する
「立ち退き避難区域」等の
検討

D,Ｅ
Ｆ,K

H28年度から
順次実施

○ ○

○

地域住民事項
北陸地整 石川県

金沢地方
気象台

小松市 能美市

実施する機関

U,V

③想定最大規模も含めた
破堤点別浸水想定区域
図、 家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表（浸水ナビ等
による公表）

D,Ｅ
Ｆ

H28年度から
順次実施

○

具体的な取組の柱
課題の
対応

目標時期
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○【梯川】概ね５年で実施する取組

具体的な取組

地域住民事項
北陸地整 石川県

金沢地方
気象台

小松市 能美市

実施する機関具体的な取組の柱
課題の
対応

目標時期

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自治会や地域住民が参
加した洪水に対するリスク
の高い箇所の共同点検の
実施

Ａ 順次毎年実施 ○ ○ ○ ○ 参加

②小中学校等における水
災害教育を実施

Ａ 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ 参加

③出前講座等を活用し、
水防災等に関する説明会
を開催

Ａ 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④住民や旅行者を含めた
防災意識の喚起に資する
「まるごとまちごとハザード
マップ（モデル地域）」の設
置

D,F
I

順次実施 ○ ○ ○ 活用

⑤効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立つ
広報や資料を作成・配布

H 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑥住民の防災意識を高
め、地域の防災力の向上
を図るための自主防災組
織の充実

K 順次実施 ○ ○ 参加

⑦浸水実績などの把握・
水害リスクの周知（浸水実
績図の作成・周知）

X 順次実施 ○ ○ ○

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組
①外水・内水氾濫に対応し
た水防活動の連絡体制の
確保や、実働訓練の実
施、水防活動の担い手の
確保

N
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ 参加

②自治体関係機関や水防
団が参加した洪水に対す
るリスクの高い箇所の合
同巡視の実施

L,M
N

引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○

③毎年、関係機関が連携
した水防実働訓練等を実
施

P,Q
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ 参加

④水防活動の担い手とな
る水防団・水防協力団体
の募集・指定を促進

O,Q
引き続き

実施
○ ○ 参加

⑤国・県・自治体職員等を
対象に、水防技術講習会
を実施

P 引き続き実施 ○ ○ ○ ○

⑥大規模災害時の復旧活
動の拠点等配置計画の検
討を実施

R
H28年度
から検討

○
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○【梯川】概ね５年で実施する取組

具体的な取組

地域住民事項
北陸地整 石川県

金沢地方
気象台

小松市 能美市

実施する機関具体的な取組の柱
課題の
対応

目標時期

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

①要配慮者利用施設によ
る避難確保計画の作成に
向けた支援を実施

K
H28年度

から順次実施
○ ○ ○ ○ 参加

②大規模工場等への浸水
リスクの説明と水害対策等
の啓発活動

I
H28年度
から実施

○ ○ ○ ○ 活用

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

①大規模災害時の救援・
救助活動等支援のための
拠点等配置計画の検討を
実施

E,S
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①大規模水害を想定した
浸水継続時間の短縮を図
るための排水計画の作成

S,T
H28年度
から検討

○ ○ ○

②排水ポンプ車の出動要
請の連絡体制等を整備

T
引き続き
毎年実施

○ ○ ○

③関係機関が連携した排
水計画に基づく排水訓練
の実施

T 順次実施 ○ ○ ○
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　1／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

項目事項 内容
課題の
対応

実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・防災拠点等の整備を検討する。
・洪水を安全に流すため及び危機管
理型のハード対策を推進する。

引き続き実
施

・洪水を安全に流すためのハード対
策を推進する。
　前川総合流域防災事業
　鍋谷川総合流域防災事業
　八丁川総合流域防災事業

引き続き実
施

・梯川分水路H29完成
・白江大橋下流まで引堤概成
・H30年度から水の郷こまつ梯川緊
急治水対策プロジェクト実施

引き続き実
施

・洪水を安全に流すためのハード対
策を推進する。
　前川：河川改修（護岸）
　鍋谷川：堤防補強（浸透対策）
　八丁川：堤防補強（浸透対策）

引き続き実
施

・赤瀬ダムの適切な施設管理 順次実施

・堰堤改良事業でダム管理用制御処
理設備の改良工事を実施中

引き続き実
施

■危機管理型ハード対策

・堤防天端の保護
・堤防法尻の保護

H28年度
から順次
整備

・河川改修と合わせ随時実施 引き続き実
施

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・水防連絡会にて水防倉庫の備蓄材
などの合同巡視を実施
・新技術（水のう等）を活用した資機
材等の配備

・引き続き
実施

・H28年度
から検討

・水防資機材の配備状況の確認・整
備

・新技術を活用した水防資機材等の
配備を検討する。

・引き続き
実施

・H28年度
から検討

・水防倉庫及び倉庫内備品の点検。 随時 水防倉庫及び倉庫内備品の点検（能
美市役所）

随時

・今後検討予定 引き続き実
施

・毎年水防資材配備状況確認

・吸水性土のうを試験的に導入

・引き続き
実施

・H28年度
から検討

・水防倉庫及び倉庫内備品の点検。 引き続き実
施

【H30.5.21】出水期前に倉庫内備品
の確認
また、各避難所に備蓄倉庫の設置

随時

・簡易水位計の設置
・ＣＣＴＶカメラの設置

H28年度
から順次
整備

・水位計・量水標等の設置の検討 順次実施 冠水箇所等の監視カメラ設置
能美市内１４箇所に河川等を監視す
るカメラを設置し、市民も閲覧できる
ようにホームページに掲載

設置済

・簡易水位計を8箇所に設置完了 ・H30年10
月

・簡易水位計の設置について検討中 検討中 【平成27年3月】市内14箇所設置。市
民も閲覧できるようにホームページ
に掲載　【平成30年4月】ケーブルテ
レビで配信開始

設置済

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

　・分水路整備
　・洪水を河川内で安全に流す
　　ための引堤や河道掘削、
　　浸透対策等

 ・赤瀬ダムの適切な施設管理

U,V

　・堤防天端の保護
　・堤防法尻の保護

W

①新技術を活用した水防資機材の
検討及び配備

M,P,
Q

②円滑な避難活動や水防活動を支
援するため、CCTVカメラ、簡易水位
計や量水標等の設置

L,J
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　2／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項

・川の防災情報システムの改良及び
スマートフォンを活用した情報発信
・防災情報を一元化し、共有・閲覧で
きるシステム（プラットホーム）を構築
・プッシュ型の洪水予報等の情報発
信

順次
実施

・石川県河川総合情報システムによ
る情報提供
・スマートフォンの普及にあわせて見
やすく操作が容易な画面の作成。Ｇ
ＰＳ機能により現在地の地図を表示
することで河川利用者が近くの水
位、雨量情報を確認
・メール登録することで、気象、雨量、
水位情報が自動配信

引き続き実
施

・気象情報・注意報を発表し、現象ご
とに警戒期間、注意期間、ピーク時
間帯、雨量などの予想最大値を周知

・必要に応じて、自治体に情報伝達
（ホットライン）を実施。今年度より指
定河川対応の情報伝達（ホットライ
ン）めやすを追加。

・防災情報提供システムの「予報官コ
メント」により、警報、注意報の見込
みをカラーコードでわかりやすく提
供。今年度より危機的状況を伝える
カラーコード（紫）を追加。

・短文形式の気象情報により、危機
的状況を市町や住民に周知。今年度
より、危機的状況が予想れる段階で
も発表するよう改善。

引き続き実
施

平成28年出
水期より改
善実施

平成28年出
水期より改
善実施

平成28年出
水期より改
善実施

①防災行政無線の整備及びデジタ
ル簡易無線の全世帯設置。
②災害緊急メールの発信。
③ケーブルテレビやコミュニティFM、
ホームページによる災害情報提供。
④「わが家の防災ファイル」を作成
し、全世帯に配布。

①平成２１
年度から平
成２９年度
②③④引き
続き実施

①市民の災害対策及び情報伝達
・防災行政無線のデジタル及び個別
受信機の全戸配布
②冠水箇所等の監視カメラ設置
能美市内１４箇所に河川等を監視す
るカメラを設置し、市民も閲覧できる
ようにホームページに掲載
③地域防災計画概要版の全戸配布

①平成２１
年度から平
成２５年度
②設置済
③平成１７
年度に策定
後随時見直
し

・プッシュ型の洪水予報等の情報配
信をH29.6.15より実施

H29完了 ・実施済 引き続き実
施

・上記の改善事項については、首長
訪問（能美市9/26、小松市8/1、白山
市8/2、川北町9/22、野々市市9/28）
にて首長他防災、建設部局担当者
対し、内容説明を実施し、市町の理
解を得た。

・気象情報・注意報を発表、警戒期
間、注意期間等の周知

・必要に応じて、危機的状況時に自
治体に情報伝達（ホットライン）を実
施。
また、危機的状況が差し迫っている
段階でもホットラインを実施する事を
追加した。

・予報官コメントのカラーコード運用
・短文形式の気象情報

実施済み

引き続き実
施

6/15より改
善実施済

引き続き実
施

①防災行政無線の整備は完了済
み。デジタル簡易無線の全世帯設置
は平成29年９月に完了。新築・転入
者等へ随時配布。
②③は実施済み。
④転入者に対し、わが家の防災ファ
イルを配布。H30年度更新し全世帯
配布済

①～④引き
続き実施

平成21年度から平成25年度にかけ
て防災行政無線の整備
①③転入者等へ随時配布
②平成30年4月からケーブルテレビ
でも配信開始

①平成２１
年度から平
成２５年度
②設置済
③平成１８
年度に策定
後随時見直
し

・出水後におけるタイムラインの検証
と改善
・必要に応じて、水位情報等の提供
など

順次実施 ・市町が作成するタイムラインの整備
及び検証と改善に参考となる雨量・
水位情報等の提供など

順次実施 ・北陸地整、県、市、町と共同し、整
備・改善を支援

順次実施 ・梯川タイムラインは作成済み。
・協議会の中で検討する避難計画等
を踏まえ更新する。

平成27年度
から順次実
施

・協議会の中で検討する避難計画等
を踏まえ整備する

平成28年度
から順次実
施

・小松市、能美市において策定済み H29完了 ・市町の作成したタイムラインに資す
る雨量・水位情報等の提供など（前
川、八丁川、鍋谷川）

順次実施 ・必要に応じ、関係機関と連携し改定
作業を支援する。

順次実施 ・梯川のタイムラインは既に作成済
みであるが、今後の避難計画の見直
しに伴い、タイムラインを更新してい
く。

引き続き実
施

整備済
変更等が生じれば随時修正

平成29年度

・梯川洪水浸水想定区域図の策定・
公表
・家屋倒壊等氾濫想定区域図を作成
し自治体へ提供
・想定最大規模降雨の梯川氾濫シ
ミュレーションの公表

H28年度か
ら実施

・前川、八丁川、鍋谷川について、想
定最大規模も含めた洪水浸水想定
区域図の策定・公表
・前川、八丁川、鍋谷川について、家
屋倒壊等氾濫想定区域図を作成し
自治体へ提供

順次実施

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・【H30.6.21】浸水ナビを公表

実施済み ・【H30.7.26】前川、八丁川、鍋谷川に
おいて、想定最大規模も含めた洪水
浸水想定区域図を公表
・【H30.7.26】前川、八丁川、鍋谷川に
ついて、家屋倒壊等氾濫想定区域図
を公表

実施済み

①外水・内水氾濫の特性を踏まえた
リアルタイムの浸水情報の提供等報
の発信など防災情報の充実

G,Ｈ
I,Ｊ

C
②避難勧告等の発令に着目した防
災行動計画（タイムライン）の整備及
び検証と改善

③想定最大規模も含めた破堤点別
浸水想定区域図、 家屋倒壊等氾濫
想定区域の公表（浸水ナビ等による
公表）

D,Ｅ
Ｆ
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　3／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・浸水想定区域の浸水深、浸水継続
時間及び家屋倒壊危険区域の情報
提供を行う。

H29年度か
ら実施

・前川、八丁川、鍋谷川について、浸
水想定区域の浸水深、浸水継続時
間及び家屋倒壊危険区域の情報提
供を行う。

順次実施 ・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方
法を検討する。

平成28年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に立ち
退き避難が必要な区域及び避難方
法を検討する。

平成29年度
から検討

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。
・住民避難計画作成支援

引き続き実
施

・【H30.7.26】前川、八丁川、鍋谷川に
ついて、浸水想定区域の浸水深、浸
水継続時間及び家屋倒壊危険区域
を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う

引き続き実
施

・浸水範囲及び浸水深から想定され
る避難対象地域住民の避難計画を
検討する。

引き続き検
討中

ハザードマップ作成にあたり、地域ご
とに町会長及び町会で防災に関わる
人を集め、浸水想定の説明と逃げ方
向などの意見聴取を実施

平成30年度

・作成に必要な情報の提供及び策定
を支援

H28年度
から順次
実施

・作成に必要な情報の提供及び策定
を支援

順次実施 ・市町の避難判断マニュアルの改訂
支援を主軸に避難計画策定を支援

引き続き実
施

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の必要性や現実性について検
討する。

平成29年度
から検討

・浸水想定区域図等の公表後に広域
避難の現実性について検討する

平成29年度
から検討

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。
・住民避難計画支援資料作成

引き続き実
施

・【H30.7.26】前川、八丁川、鍋谷川に
おいて、想定最大規模も含めた洪水
浸水想定区域図を公表
・作成に必要な予算措置に関する情
報提供を行う

引き続き実
施

・現時点での支援要請はないが、引
き続き、市町の避難判断マニュアル
の改訂支援を主軸に避難計画策定
を支援

引き続き実
施

・浸水範囲及び浸水深から想定され
る避難対象地域住民の避難計画を
検討する中で、他市への広域避難の
必要性や現実性について検討する。

引き続き検
討中

梯川において、能美市からの広域避
難の想定は無い

平成30年度
検討実施

・ハザードマップポータルサイトの周
知と活用を促進

H28年度
から実施

H３０年度ハザードマップを見直し、
H３１年度から各町内へ周知

平成29年度
から検討

ホームページ内に各種ハザードマッ
プの掲載

平成29年度
から検討

・ハザードマップポータルサイトの周
知
・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。
・住民避難計画作成支援

H28完了

引き続き実
施

・避難計画作成後にハザードマップ
や防災マニュアルへの反映について
検討する。

引き続き検
討中

現在、ハザードマップ作成業務の中
で検討中

平成30年度
から検討

・現状予測期間（～3時間）
・更に数時間（4～6時間程度）先も含
め水位予測の精度向上の検討・シス
テム改良を行う。

H28年度
から検討

・洪水予測に必要な情報提供を行う H28年度
から実施

・洪水予測精度向上に向け検討中 H30～ ・県が管理する雨量情報等洪水予測
に必要な情報提供の依頼があれば
速やかに対応する。

引き続き実
施

④人口が集中する市街地における
立ち退き避難区域等を検討する等、
関係機関と住民が協働しながら、外
水・内水氾濫に対応した避難計画の
検討

D,Ｅ
Ｆ,K

⑦水位予測の検討及び精度の向
上、洪水予測システムの構築による
ダムの危機管理型運用の実現

B,M

⑤参加市・町による広域避難計画の
策定及び支援

D,E

⑥外水・内水氾濫に対応した避難計
画のハザードマップや防災マニュア
ルへの反映

D,Ｅ
Ｆ
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　4／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・警報等における危険度の色分け表
示
・「警報級の現象になる可能性」の情
報提供
・メッシュ情報の充実化（大雨・洪水
注警報を補足するメッシュ情報） Ｈ29年度

・警報等における危険度の色分け表
示
・「警報級の現象になる可能性」の情
報提供
・メッシュ情報の充実化（大雨・洪水
注警報を補足するメッシュ情報）

Ｈ29年度か
ら運用開始

・市町の役場等に係る河川のうち、
現在、水位周知河川に未指定の河
川について、追加指定の検討する。

平成30年度
から順次実
施

・市町の役場等に係る河川のうち、
現在、水位周知河川に未指定の河
川について、追加指定の検討する。

検討中

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・重要水防箇所等の共同点検を実施 順次
毎年実施

・重要水防箇所等の共同点検を実施 順次実施 ・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等で重要水
防箇所等の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・【H30.6.6】重要水防箇所等の合同
巡視を実施

引き続き実
施

・【H30.5.29】重要水防箇所等の合同
巡視を実施

順次実施 ・国土交通省重要水防区域パトロー
ルに参加【H30.6.6】。

引き続き実
施

【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区
域パトロールに参加
【H30.12】ハザードマップ作成にあた
り、地域ごとに町会長及び町会で防
災に関わる人を集め、浸水想定の説
明と逃げ方向などの意見聴取を実施

パトロール
は毎年参加

・市町の要請により、出前講座等を
積極的に行っていく。

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前
講座等を行っていく。

順次実施 ・普及啓発教材の提供により学校で
の普及啓発を支援。

引き続き実
施

・小中学校での水害教育を実施。 引き続き実
施

各小中学校及び高校から要請が
あった場合、出前講座を行う。

随時

・梯川手作り学習館に水害対応体験
コーナーを設置し、防災学習を支援

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前
講座等を行っていく。

順次実施 ・配布資料を作成し、内容検討中 引き続き実
施

同上 同上 【H29.8.1】小学生を対象とした手取川
アウトドア教室に参加。
【Ｈ28.6月】防災センターに手取川水
害資料の常設展示開始

随時

・市町の要請により、出前講座等を
積極的に行っていく。

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前
講座等を行っていく。

順次実施 ・地域防災リーダーや市町職員研修
などへの出前講座の実施及び市町
の防災訓練へのなどへのオブザー
バー派遣。

引き続き実
施

・自主防災訓練や防災研修会、出前
講座等を活用し、水防災等に関する
説明を実施する。

引き続き実
施

町会、各種団体から要請があった場
合、出前講座を行う。

随時

・市町の要請があり次第実施【H30.7
現在】
・【H30.8.4】金沢地方気象台主催の
お天気フェアにて、来場者を対象に
マイ・タイムラインの作成等を実施

引き続き実
施

・市町の要請があった場合は、出前
講座等を行っていく。
・防災士を対象としたセミナーを実施

順次実施 ・石川県市町災害対応力強化研修
会石川県へ講師を派遣（H30.7.28）
・野々市市総合防災訓練への講師
派遣(H30.8.20)
・気象情報実見担当者連絡会を実施
(H30.11.9)
・石川県主催の「防災士スキルアップ
研修」に講師として参加
（H31 2.9、2.11、2.17、3.3、3.9）
・県や市町等行政機関や学校、各種
団体から要請があった場合、出前講
座・講演等を実施。

引き続き実
施

・消防本部や小松防災士の会と連携
し、住民に対する防災研修会を実施
する。

引き続き実
施

各種団体、学校や町会・町内会から
出前講座の要望を受けて実施
洪水に関する出前講座、H29年度２
団体、H30年度は10月時点で9団体

随時

・市町が作成するまるごとまちごとハ
ザードマップへの情報提供

順次実施 ・市町が整備するまるごとまちごとハ
ザードマップへの情報提供

順次実施 ・浸水想定区域図等の公表後、ハ
ザードマップの見直しの際に検討す
る。

H29年度
から実施

・【H29.4.17】浸水想定区域図を公表
・関係機関に対し、情報提供を行う。

順次実施 ・【H30.7.26】前川、八丁川、鍋谷川に
おいて、想定最大規模も含めた洪水
浸水想定区域図を公表。
・「まるごと・まちごとハザードマップ
実施の手引き」等を参考に、市町へ
情報提供を行う。

引き続き実
施

・公表された浸水想定区域図等に基
づき、ハザードマップの見直しの際に
検討する。

引き続き実
施

①自治会や地域住民が参加した洪
水に対するリスクの高い箇所の共同
点検の実施

Ａ

J
⑧気象情報発信時の「危険度の色
分け」や「警報級の現象」等の改善

⑨水害危険性の周知促進
（水位周知河川の追加）

X

②小中学校等における水災害教育
を実施

Ａ

③出前講座等を活用し、水防災等に
関する説明会を開催

Ａ

④住民意識の喚起に資する「まるご
とまちごとハザードマップ（モデル地
域）」の設置

D,F
I
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　5／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

H28年度
から実施

・水害防止啓発用チラシを作成して
いる。県民へ広く周知していく。

引き続き実
施

金沢河川国道事務所と連携し「水防
災意識社会」の再構築に役立つ広報
や資料を作成・配布

H28年度か
ら実施

・北陸地整や石川県からの情報提供
後、「水防災意識社会」の再構築に
役立つ広報や資料を作成・配布。

H29年度
から実施

「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

北陸地整や
石川県から
の情報提供
後に検討

・浸水想定区域パンフレット作成・配
布

引き続き実
施

・新聞や県のテレビ広報番組を活用
した、平時からの水防災情報の周
知・教育
・水防団員を対象とした水防災情報
の利活用に関する勉強会の実施
・ハザードマップの活用方法をわかり
やすく解説したリーフレットを作成・周
知（H30.11～）

引き続き実
施

・必要に応じ、関係機関と連携し作業
を支援する。

随時実施 ・北陸地整や石川県からの情報提供
後、効果的な「水防災意識社会」の
再構築に役立つ広報を市民へ周知
する。

H29年度
から実施

洪水ハザードマップの完成に合わ
せ、各種災害統合版のマップ及び防
災情報を盛り込んだ冊子を全戸配付
の予定

平成31年度
夏頃

・自主防災組織の結成率は100％で
あり、今後は防災訓練の実施率を向
上させていく。
・自主防災組織のリーダーとなる防
災士やしみん救護員の育成を図って
いく。
・全校下に避難所運営協議会を設立
し、地域住民による避難所運営を目
指す。

引き続き実
施

・自主防災組織の結成率100％を目
指し、町内会に働きかけるとともに積
極的な育成に取り組む。
・自主防災組織のリーダーとなる防
災士の育成を図っていく。

引き続き実
施

・自主防災組織の結成率は100％で
あり、今後は防災訓練の実施率を向
上させていく。
・自主防災組織のリーダーとなる防
災士やしみん救護員を各500名育成
を目指す。
・全26校下地区に避難所運営協議会
を設立し、地域住民による避難所運
営を目指す。

引き続き実
施

74町会の内71町会結成済み。【Ｈ
30.3.15現在】

現在、能美市の防災士数248人。
Ｈ30年度は48人を県の自主防災リー
ダー育成講座で育成。

引き続き実
施

・浸水実績等に関する情報を共有
し、市町において住民等に水害危険
性を周知できるよう支援する。
（浸水実績図の作成）

順次実施 住民等に水害危険性を周知できるよ
う検討する。

平成30年度
から検討

住民等に水害危険性を周知できるよ
う検討する。

平成30年度
から検討

・【H30.3】浸水実績図を作成。
浸水実績等に関する情報を共有し、
市町において住民等に水害危険性
を周知できるよう支援する。

引き続き実
施

住民等に水害危険性を周知できるよ
う検討する。

平成30年度
から検討

現在作成中の防災情報冊子の中
で、昭和9年洪水の被害区域図をハ
ザードマップと比較する形で掲載予
定

平成31年度
夏頃

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、県・市・町と共同で情報伝達訓
練を実施する。

引き続き毎
年実施

・情報伝達訓練の実施 引き続き毎
年実施

・情報伝達訓練への支援 引き続き毎
年実施

・防災行政無線や災害メール、HP、
facebook等の多様な情報伝達手段
を活用した市民への情報提供する。
・河川管理者と市、消防本部、水防
団の連絡体制を確認し、河川管理者
が行う情報伝達訓練に参加する。

随時 ・各種警報が発令されたとき、迅速に
対応できるよう配備体制表に準じて
班単位でパトロールを実施
・水防連絡会にて連絡体制の確認を
行い、河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加する。

引き続き実
施

・【H28.6.14】排水ポンプ車操作訓練
を実施
・【H29.5.15】水防連絡会の際に連絡
体制について確認

引き続き毎
年実施

・【H30.6.12】情報伝達訓練の実施 引き続き毎
年実施

・平成30年度手取川・梯川洪水予報
伝達演習に参加、事務所と共同で演
習電文を作成。(H30.4.24)
・手取川・梯川総合水防演習
(H30.5.26)

引き続き実
施

・防災行政無線や災害緊急メール、
緊急指令システム、HP、コミュニティ
FM、ケーブルテレビを活用し水防団
等へ情報提供を実施する。
・関係機関からの洪水予報，水防警
報等の情報伝達の演習【H30.4.24】
早朝招集訓練の実施【H30.5.30】
手取川・梯川総合水防演習参加
【H30.5.26】

引き続き実
施

【H30.5.26】手取川・梯川総合水防演
習に参加 (国)
【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区
域パトロールに参加
【H30.4.24】防災訓練（情報伝達）に
参加（国）
【H30.6.3】市総合防災訓練（土砂災
害訓練）で水防パトロール招集、出
動の場面も盛り込み実施

引き続き実
施

・重要水防箇所等の合同巡視を実施 引き続き毎
年実施

・重要水防箇所等の合同巡視を実施 引き続き毎
年実施

・出水期前に市町や水防団等と重要
水防箇所の合同巡視への参加

引き続き毎
年実施

・河川管理者と水防関係機関で重要
水防箇所等の合同巡視を実施する。

引き続き毎
年実施

・出水期前に国県市町や水防団等と
重要水防箇所の合同巡視への参加

引き続き毎
年実施

・【H30.6.6】重要水防箇所等の合同
巡視を実施

引き続き毎
年実施

・【H30.5.29】重要水防箇所等の合同
巡視を実施

引き続き毎
年実施

・手取川・梯川重要水防区域パトロー
ルに参加(H30.6.6)

引き続き毎
年実施

・国土交通省重要水防区域パトロー
ルに参加【H30.6.6】。

引き続き実
施

【H30.6.6】手取川・梯川重要水防区
域パトロールに参加

引き続き毎
年実施

⑤効果的な「水防災意識社会」の再
構築に役立つ広報や資料を作成・配
布

H

⑥住民の防災意識を高め、地域の
防災力の向上を図るための自主防
災組織の充実

K

①外水・内水氾濫に対応した水防活
動の連絡体制の確保や、実働訓練
の実施、水防活動の担い手の確保

N

⑦浸水実績などの把握・水害リスク
の周知（浸水実績図の作成・周知）

X

②自治体関係機関や水防団が参加
した洪水に対するリスクの高い箇所
の合同巡視の実施

L,M
N
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　6／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防管理団体が行う訓練への参加
・水防工法講習会の支援等を行う。

引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加
・水防訓練の実施

引き続き毎
年実施

・関係機関等の要請により、訓練へ
の支援

引き続き実
施

・水防管理団体が行う訓練への参
加。
・水防活動時を想定した参集訓練実
施。
・毎年、出水期前に水防訓練を実
施。
・毎年行っている水防訓練の内容を
見直し、実働水防訓練を実施。

引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加
・毎年、出水期前に水防訓練を実施
・毎年行っている水防訓練の内容を
見直し、実働水防訓練を実施

引き続き毎
年実施
出水期前

・【H30.5.26】総合水防演習を実施 引き続き毎
年実施

・水防管理団体が行う訓練への参加

・【H30.6.12】水防訓練の実施

引き続き毎
年実施

・能美市防災訓練協力（模擬ホットラ
イン）(H30.2.4及びH30.6.3)

引き続き実
施

・手取川・梯川・石川海岸水防連絡
会主催　水防工法講習会参加
【H29.5.20】
洪水対応演習参加【H30.4.24】
手取川・梯川総合水防演習に参加
【H30.5.26】

引き続き実
施

【H30.4.24】防災訓練（情報伝達）に
参加（国）
【H30.6.3】市総合防災訓練（土砂災
害訓練）で水防パトロール招集、出
動の場面も盛り込み実施

引き続き毎
年実施
出水期前

・水防活動の担い手となる水防団員
の募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・水防活動の担い手となる水防団員
の募集を促進する。

引き続き毎
年実施

・消防団員募集ポスターの掲示。
・「広報こまつ」・HPによる募集広告。

引き続き実
施

広報誌などを活用した広報活動
各種イベント会場での団員募集活動

引き続き毎
年実施

・水防技術講習会に参加 引き続き実
施

・水防技術講習会に参加 引き続き実
施

・水防工法講習会に参加。 引き続き実
施

・水防工法講習会に参加 引き続き実
施

・水防工法研修会（会場：川北町）を
毎年開催

引き続き実
施

・【H30.5.26】手取川・梯川総合水防
演習に参加

引き続き実
施

・手取川・梯川・石川海岸水防連絡
会主催　水防工法講習会参加
【H29.5.20】。

引き続き実
施

【H29.5.20】手取川・梯川石川海岸水
防工法講習会に参加

引き続き実
施

・復旧活動の拠点等配置計画を検討 H28年度
から検討

・今後検討予定 引き続き検
討

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う

引き続き実
施

・要配慮者利用施設による避難確保
計画等の作成を行おうとする際の技
術的な助言を行う

順次実施 ・要配慮者施設おける早い段階での
災害情報の提供。
・浸水想定区域図等の公表後に要配
慮者施設における避難計画策定や
避難訓練の支援する。

H28年度か
ら実施

・要配慮者施設おける早い段階での
災害情報の提供（担当からの電話連
絡や防災行政無線）
・浸水想定区域図等の公表に合わせ
要配慮者利用施設における計画策
定の推進を行う。

引き続き実
施
H29年度か
ら実施

・【H29.1.15】梯川の氾濫を想定したＤ
ＭＡＴ局地災害対応力向上研修を支
援
・各市町の地域防災計画作成支援
のための資料を作成【H30.１１幹事
会】

引き続き実
施

・【H29.4.21】洪水時等に適切な避難
行動がとられるよう要配慮者利用施
設の管理者に対して説明会を実施

実施済 ・関係部局に施設管理者は避難確保
計画を提出

・地域防災計画掲載予定　１１９施設
・避難確保計画作成数　 　１１９施設
・関係各課と情報共有を図り、計画
や訓練の支援に繋げていく。

H30年度
完了

要配慮者利用施設に対し、避難確保
計画作成について説明会を開催し、
浸水想定区域等を説明した。担当部
署が作成支援にあたっている。
・地域防災計画掲載予定　3施設
・避難確保計画作成数　 　2施設

平成30年度
実施
引き続き実
施

・大規模工場等への浸水リスクの説
明や水害対策など技術的な助言を
行う

引き続き実
施

・大規模工場等への浸水リスクの説
明や水害対策など技術的な助言を
行う

順次実施 水害対策等の啓発活動を行う。 H29年度か
ら実施

水害対策等の啓発活動を行う。 H31年度か
ら実施

・大規模工場等が地域防災計画に定
められた場合には、浸水リスクの説
明や水害対策など技術的な助言を
行う

引き続き実
施

・大規模工場等が地域防災計画に定
められた場合には、浸水リスクの説
明や水害対策など技術的な助言を
行う

順次実施 同上 同上 必要に応じて、関係機関と連携し作
業を実施

H31年度か
ら実施

③毎年、関係機関が連携した水防実
働訓練等を実施

P,Q

④水防活動の担い手となる水防協力
団体の募集・指定を促進

O,Q

⑤国・県・自治体職員等を対象に、水
防技術講習会を実施

P

⑥大規模災害時の復旧活動の拠点
等配置計画の検討を実施

R

①要配慮者利用施設による避難確
保計画の作成に向けた支援を実施

K

②大規模工場等への浸水リスクの説
明と水害対策等の啓発活動

I
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【梯川】大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　7／7
：着手していると考えられる取組

上段：取り組み方針　　 下段：実施状況 ：実施済みの取組

能美市
減災のための取組項目（素案）

（概ね５年間）
金沢地方気象台 小松市北陸地整 石川県

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

・広域支援拠点等の検討支援 H28年度
から検討

・広域支援拠点等の検討に対する助
言を行う

順次実施 ・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討する。

H28年度か
ら検討

・５箇年計画による各種備蓄品の整
備

・浸水想定区域図等の公表後に広域
支援拠点等の配置等を検討

平成25年度
から5箇年
計画
H29年度か
ら検討

・今後検討 引き続き検
討

・広域的な水防資材の確保・調整等
を行う

順次実施 ・浸水範囲及び浸水深から想定され
る避難対象地域住民の避難計画を
検討する中で、避難所や備蓄品の広
域支援拠点の配置について検討す
る。

引き続き実
施

備蓄計画に基づき各種備蓄品を整
備し、備蓄倉庫内に配置。

地域防災計画中の物資集積拠点を
見直し、3施設を指定

平成30年度
見直し

H30年度

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水機場、樋門、排水路等の情報
を踏まえ排水ポンプ車の適切な配置
計画などを検討

H28年度か
ら検討

・梯川排水計画（案）の検討に協力 順次実施 ・排水施設等の情報を確認・共有し、
排水ポンプの設置箇所の選定

H29年度か
ら検討

・今後検討予定 引き続き検
討

・梯川排水計画（案）の検討に協力 順次実施 同上 同上

・毎年、出水期前に県・市・町と連携
して連絡体制の整備を行い、情報共
有を図る。

引き続き毎
年実施

・連絡体制の確認 引き続き実
施

・河川管理者と連携を図り、連絡体
制の整備を行い毎年確認する。
洪水対応演習参加【H30.4.26】

引き続き毎
年実施

・毎年、出水期前に県・市・町と連携
して連絡体制の整備を行い、情報共
有を図る。

引き続き毎
年実施

・【H29.5.15】水防連絡会の際に連絡
体制について確認

引き続き実
施

同上 同上

・実践的な操作訓練や排水計画に基
づく排水訓練の検討及び実施
・水防管理団体が行う水防訓練等へ
の参加

H28年度か
ら実施

・排水ポンプ車の実働訓練の参加 引き続き実
施

・水防訓練と合同で実施を検討
・河川管理者が行う定期的な操作訓
練に参加

H28年度
から実施

・毎年、排水ポンプ車操作訓練を実
施

引き続き実
施

・排水ポンプ車の実働訓練が開催さ
れる場合は参加する

引き続き実
施

同上 同上

②排水ポンプ車の出動要請の連絡
体制等を整備

T

③関係機関が連携した排水実働訓
練の実施

T

①大規模災害時の救援・救助活動
等支援のための拠点等配置計画の
検討を実施

E,S

①大規模水害を想定した梯川排水
計画（案）、浸水継続時間の短縮を
図るための排水計画の検討等を実
施

S,T
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「
水
防
災
意
識
社
会
」
の
再
構
築
に
向
け
た
緊
急
行
動
計
画
の
改
定

○
平
成

30
年

7月
豪
雨
を
は
じ
め
、
近
年
各
地
で
大
水
害
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
を
受
け
、
「
施
設
で
は
防
ぎ
き
れ
な
い
大
洪
水
は
必
ず
発
生
す
る
も
の
」
へ
意
識
を
変
革
し
、

社
会
全
体
で
洪
水
に
備
え
る
「
水
防
災
意
識
社
会
」
を
再
構
築
す
る
取
組
を
さ
ら
に
充
実
し
加
速
す
る
た
め
、

20
20
年
度
目
途
に
取
り
組
む
べ
き
緊
急
行
動
計
画
を
改
定
。

○
具
体
的
に
は
、
人
的
被
害
の
み
な
ら
ず
経
済
被
害
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
の
多
く
の
主
体
の
事
前
の
備
え
と
連
携
の
強
化
、
災
害
時
に
実
際
に
行
動
す
る
主
体
で
あ
る
住
民
の

取
組
強
化
、
洪
水
の
み
な
ら
ず
土
砂
・
高
潮
・
内
水
、
さ
ら
に
そ
れ
ら
の
複
合
的
な
災
害
へ
の
対
策
強
化
等
の
観
点
に
よ
り
、
緊
急
行
動
計
画
の
取
組
を
拡
充
。

（
２
）
円
滑
か
つ
迅
速
な
避
難
の
た
め
の
取
組

①
情
報
伝
達
、
避
難
計
画
等
に
関
す
る
事
項

②
平
時
か
ら
の
住
民
等
へ
の
周
知
・
教
育
・
訓
練
に
関
す
る
事
項

③
円
滑
か
つ
迅
速
な
避
難
に
資
す
る
施
設
等
の
整
備
に
関
す
る
事
項

①
水
防
体
制
に
関
す
る
事
項

②
多
様
な
主
体
に
よ
る
被
害
軽
減
対
策
に
関
す
る
事
項

（
４
）
氾
濫
水
の
排
除
、
浸
水
被
害
軽
減
に
関
す
る
取
組

（
６
）
減
災
・
防
災
に
関
す
る
国
の
支
援

・
要
配
慮
者
利
用
施
設
に
お
け
る
避
難
確
保
：
避
難
確
保
計
画
の
作
成
を
進
め
る
と
と
も
に
そ
れ
に
基
づ
く
避
難
訓
練
を
実
施

・
多
機
関
連
携
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
：
多
く
の
関
係
機
関
が
防
災
行
動
を
連
携
し
て
実
施
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
都
市
部
等
の
地
域

ブ
ロ
ッ
ク
で
作
成

・
防
災
施
設
の
機
能
に
関
す
る
情
報
提
供
：
ダ
ム
や
堤
防
等
の
施
設
の
効
果
や
機
能
、
避
難
の
必
要
性
等
に
関
し
て
住
民
等

へ
周
知

等

・
防
災
教
育
の
促
進
：
防
災
教
育
に
関
す
る
支
援
を
実
施
す
る
学
校
を
教
育
関
係
者
等
と
連
携
し
て
決
定
し
、
指
導
計
画
の
作
成

支
援
に
着
手

・
共
助
の
仕
組
み
の
強
化
：
地
区
防
災
計
画
等
の
作
成
促
進
、
地
域
の
防
災
リ
ー
ダ
ー
育
成
を
推
進

・
住
民
一
人
一
人
の
適
切
な
避
難
確
保
：
マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
の
作
成
等
を
推
進

・
リ
ス
ク
情
報
の
空
白
地
帯
の
解
消
：
ダ
ム
下
流
部
の
浸
水
想
定
図
の
作
成
・
公
表
、
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
の
指
定
の
前
提

と
な
る
基
礎
調
査
の
早
期
完
了

等

・
危
機
管
理
型
ハ
ー
ド
対
策
：
決
壊
ま
で
の
時
間
を
少
し
で
も
引
き
延
ば
す
堤
防
構
造
の
工
夫
を
実
施
す
る
箇
所
の
拡
充

・
危
機
管
理
型
水
位
計
：
災
害
時
に
危
険
性
を
確
認
で
き
る
よ
う
、
機
能
を
限
定
し
た
低
コ
ス
ト
の
水
位
計
を
設
置

・
円
滑
な
避
難
の
確
保
：
代
替
性
の
な
い
避
難
所
や
避
難
路
を
保
全
す
る
砂
防
堰
堤
等
の
整
備

・
簡
易
型
河
川
監
視
カ
メ
ラ
：
災
害
時
に
画
像
・
映
像
に
よ
る
リ
ア
リ
テ
ィ
ー
の
あ
る
災
害
情
報
を
配
信
で
き
る
よ
う
、
機
能
を
限
定

し
た
低
コ
ス
ト
の
河
川
監
視
カ
メ
ラ
を
設
置

等

・
重
要
水
防
箇
所
の
共
同
点
検
：
毎
年
、
出
水
期
前
に
重
要
水
防
箇
所
や
水
防
資
機
材
等
に
つ
い
て
河
川
管
理
者
と
水
防
活

動
に
関
わ
る
関
係
者
（
建
設
業
者
を
含
む
）
が
共
同
し
て
点
検

・
水
防
に
関
す
る
広
報
の
充
実
：
水
防
活
動
に
関
す
る
住
民
等
の
理
解
を
深
め
る
た
め
の
具
体
的
な
広
報
を
検
討
・
実
施
等

・
市
町
村
庁
舎
等
の
施
設
関
係
者
へ
の
情
報
伝
達
：
各
施
設
管
理
者
等
に
対
す
る
洪
水
時
の
情
報
伝
達
体
制
・
方
法
に
つ

い
て
検
討

・
洪
水
時
の
庁
舎
等
の
機
能
確
保
の
た
め
の
対
策
の
充
実
：
耐
水
化
、
非
常
用
電
源
等
の
必
要
な
対
策
に
つ
い
て
は
各
施

設
管
理
者
に
お
い
て
順
次
実
施
の
う
え
、
実
施
状
況
に
つ
い
て
は
協
議
会
で
共
有

・
民
間
企
業
に
お
け
る
水
害
対
応
版

B
C

P
の
策
定
を
推
進

等

・
排
水
施
設
等
の
運
用
改
善
：
国
管
理
河
川
に
お
け
る
長
期
間
、
浸
水
が
継
続
す
る
地
区
等
に
お
い
て
排
水
作
業
準
備
計
画

を
作
成

・
排
水
設
備
の
耐
水
性
の
強
化
：
下
水
道
施
設
、
河
川
の
排
水
機
場
に
つ
い
て
、
排
水
機
能
停
止
リ
ス
ク
低
減
策
を
実
施
等

・
計
画
的
・
集
中
的
な
事
前
防
災
対
策
の
推
進
：
事
前
防
災
対
策
と
し
て
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
「
他
事
業
と
連
携
し
た
対
策
」
「
抜
本
的
対
策
（
大
規
模
事
業
）
」
を
支
援
す
る
個
別
補
助
事
業
を
創
設

・
TE

C
-F

O
R

C
E
の
体
制
・
機
能
の
拡
充
･強
化
：
大
規
模
自
然
災
害
の
発
生
に
備
え
た
初
動
対
応
能
力
の
向
上

等

（
５
）
防
災
施
設
の
整
備
等

・
堤
防
等
河
川
管
理
施
設
の
整
備
：
国
管
理
河
川
に
お
い
て
、
洪
水
氾
濫
を
未
然
に
防
ぐ
対
策
を
実
施

・
土
砂
・
洪
水
氾
濫
へ
の
対
策
：
人
命
へ
の
著
し
い
被
害
を
防
止
す
る
砂
防
堰
堤
・
遊
砂
地
、
河
道
断
面
の
拡
大
等
の
整
備

・
多
数
の
家
屋
や
重
要
施
設
等
の
保
全
対
策
：
樹
木
伐
採
、
河
道
掘
削
等
を
実
施

・
本
川
と
支
川
の
合
流
部
等
の
対
策
：
堤
防
強
化
、
か
さ
上
げ
等
を
実
施

・
ダ
ム
等
の
洪
水
調
節
機
能
の
向
上
・
確
保
：
ダ
ム
再
生
を
推
進
、
ダ
ム
下
流
河
道
の
改
修
、
土
砂
の
抑
制
対
策

・
重
要
イ
ン
フ
ラ
の
機
能
確
保
：
イ
ン
フ
ラ
・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
へ
の
著
し
い
被
害
を
防
止
す
る
砂
防
堰
堤
、
海
岸
堤
防
等
の
整
備
等

「
水
防
災
意
識
社
会
」
の
再
構
築
に
向
け
た
緊
急
行
動
計
画

（
１
）
関
係
機
関
の
連
携
体
制

・
国
及
び
都
道
府
県
管
理
河
川
の
全
て
の
対
象
河
川
に
お
い
て
、
水
防
法
に
基
づ
く
協
議
会
を
設
置

・
協
議
会
に
利
水
ダ
ム
管
理
者
や
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
な
ど
多
様
な
関
係
機
関
の
参
画

・
土
砂
災
害
へ
の
防
災
体
制
、
防
災
意
識
の
啓
発
な
ど
に
関
す
る
先
進
的
な
取
り
組
み
を
共
有
す
る
た
め
の
連
絡
会
を
設
置

（
３
）
被
害
軽
減
の
取
組

-
 2

 -



梯川の基準水位の見直しについて

資料－７

見直し前 見直し後

氾濫危険水位 • 距離標ごとに現況堤防から余裕高を
減じた高さを危険水位とし、基準観
測所(埴田)の水位に換算して、最も
低い換算水位を危険水位として
4.20mに設定した。

• 過去10年間(H20 ～29年)の出水記録か
ら、平均水位上昇量を設定する。

• 関係自治体と調整し、リードタイム
（情報伝達及び避難行動等に要する時
間)は２時間と設定する。

• 距離標ごとの計画高水位と「堤防満杯
流下能力換算水位－リードタイムに相
当する水位上昇量」の基準観測所換算
水位を比較し、小さい値を氾濫危険水
位に設定する。

避難判断水位 • 過去10年間(H16～25年)の氾濫注意
水位を超えた出水を対象に、氾濫注
意水位からピーク水位までの単位時
間あたりの平均水位上昇量を算出し
0.30m/hと設定した。

• 関係自治体と調整し、リードタイム
（情報伝達及び避難行動等に要する
時間)を2時間と設定した。

• 危険水位(4.20m)から2時間の平均水
位上昇量(0.60m)を減じ、3.60mと設
定した

• 高齢者等の避難を考慮し、氾濫危険水
位からさらに１時間のリードタイムに
相当する水位上昇量を減じて設定する。

氾濫危険水位及び避難判断水位の見直しの概要（梯川）

1



①最も早く計画高水位に到達する箇所 ②最も早く越水するおそれがある箇所

流下可能流量
490m3/s

流下可能流量
608m3/s

埴田水位観測所(9.87k地点)

※計画高水位を上回る場合、
越水しなくても堤防が決壊
するおそれがあります。

8.59m

将来的に河道掘削が
必要であり、洪水を
流下させる断面積が
不足

計画

現況

HWL 9.40m

5.27m
氾濫危険水位 4.60m

避難判断水位 4.20m

避難に必要な
時間 ２時間を
確保した水位

4.63m

埴田水位観測所

換算水位 5.27m
埴田水位観測所

換算水位 4.63m

１時間の水位上昇量

• 氾濫危険水位設定の考え方では、以下の２つの考え方により埴田水位観測所換算水位を
算定し、低い方の水位を氾濫危険水位、避難判断水位と設定します

※ １時間に39cm
上昇することを
想定

氾濫危険水位設定の考え方（梯川）

低い方の水位を
氾濫危険水位に設定

２時間の
水位上昇量

水系名 河川名 観測所名
危険水位 避難判断水位

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後

梯川 梯川 埴田 4.20ｍ 4.60ｍ 3.60ｍ 4.20ｍ

氾濫危険水位及び避難判断水位の見直し検討結果（梯川）

• 梯川分水路を含め、白江大橋までの引堤事業等の整備による下流域の流下能力の向上を反映。

• 過去10年間(H20～29年)の出水記録から、平均水位上昇量を0.39m/hと設定。

• ①最も早く計画高水位に到達する箇所 の計画高水位の埴田水位観測所換算水位（4.63m）と、

②最も早く越水するおそれのある箇所 で２時間のリードタイム（避難に要する時間）を確

保した水位の埴田水位観測所換算水位（5.27m）を比較し、値の小さい①を危険箇所とする。

埴田水位観測所における氾濫危険水位は4.63mとなることから、4.60mに設定。

• 埴田水位観測所における避難判断水位は、氾濫危険水位(4.63m)より、さらに高齢者等の避
難を考慮した １時間のリードタイムに相当する水位上昇量(0.39m)を減じた水位が4.24mと
なることから、4.20mに設定。

2



梯
川
埴
田
水
位
・
流
量
観
測
所
の
基
準
水
位
変
更
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平成３１年３月吉日 

学校関係者各位 

国土交通省 北陸地方整備局 

金沢河川国道事務所長 

【防災学習】水害対応の仕事を楽しみながら体験！！ 

梯川手作り学習館リニューアルオープンのご案内 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

近年、防災意識の高まりから、平成２９年１１月より国土交通省と文部科学省が連

携し、防災教育の充実を図っていくことになっています。 

昨年は、石川県内でも大雨による水害・災害が発生し、水害・災害は身近な課題と

なっております。 

そこで、このたび３月１０日に梯川の治水の歴史や河川環境について学習する施設

として親しまれてきました「梯川手作り学習館」をリニューアルし、水害対応の仕事

を楽しみながら体験できるコーナーをオープンいたしました。  

このコーナーは、子どもたちを“かわこくキッズ”に任命し、本番さながらのリア

ルな水害対応を３つの班に分かれて模擬体験できるようになっています。

是非、水害・防災教育にご活用頂けたらと思います。詳細につきましては別添のパ

ンフレットをご覧になってください。

 まずは、略儀ながら書中をもちまして「梯川手作り学習館リニューアルオープン」

のご案内申し上げます。 

敬具 

担 当：金沢河川国道事務所 

調査第一課 水防企画係 

連絡先 ０７６－２６４－９９１０（直通） 

資料－９



 



3⽉10⽇（⽇）
梯川⼿づくり学習館がリニューアルオープンしました︕

河川パトロール班

⽔害対策本部班

前川ポンプ場操作班

★ミッション
水害対策本部班に河川の状況を報告せよ！

★ミッション
関係機関や住民へ避難勧告を発令せよ！

★ミッション
氾濫を防ぐために前川ポンプを操作せよ！

※３班すべての仕事を順番に体験してもらいます。

ミ
ッ
シ
ョ
ン
成
功
︕

モニター映像により
ミッションを発令

梯川⼿づくり学習館とは
平成18年8⽉、前川排⽔機場の３階に「梯川⼿づくり学習館」がオープンし、梯川の治⽔の歴史や河川環境につい

て学習する施設として、野⿃観察、ポンプ施設の⾒学等、これまで地域の⽅を中⼼に親しまれてきました。
この度、平成31年3⽉10⽇に、⼦どもたちが楽しみながら防災の仕事を⾏っている職場の模擬体験を通して、防災

について学ぶことができるコーナーを設けリニューアルしました。

“防災のしごと”の模擬体験
防災体験コーナーでは、⼦どもたちが、「国⼟交通省かわこくキッズ」に任命され、本番さながらのリアルな洪⽔

対応を模擬体験ができるようになっています。

かわこくキッズ の “しごと”体験内容
 かわこくキッズには、「河川パトロール班」、「⽔害対策本部班」、「前川ポンプ場操作班」の３つの班に分かれ、

３つの仕事を50インチモニターに現れる架空の上司“梯守(かけはしまもる)”の指⽰に従い体験してもらいます。
 具体な体験は、様々なミッションが記された「ミッションボード」に沿って、架空の上司がモニターを通じて指⽰

を与えながら進めていきます。※引率者の皆様にもリモコン操作のお⼿伝いをしていただきます。
 最後に「いつ・どこへ・どうやって」避難するかを考える、マイ・タイムライン作成に取り組んでいただきます。

マイ・タイムライン作成

洪水が起きそうなとき、
どう行動するの？

体験の流れ

体験内容

河川パトロール班 ⽔害対策本部班

前川ポンプ場操作班 マイ・タイムライン作成

仕事の体験の後に、
「マイ・タイムライ
ン」を通して学習し、
災害発⽣時における
避難⾏動について⼦
どもたち⾃⾝に考え
てもらいます。

前川ポンプ場の役
割を学習し、⽔⾨
ゲートやカメラ操
作と模擬排⽔操作
体験を⾏います。

国⼟交通省、⼩松市の仕
事である⽔防活動及び住
⺠への避難勧告等の発令
体験、河川パトロール班
とのトランシーバー交信
体験、⼟のう積み体験を
⾏います。

⽔害対策本部班と
のトランシーバー
交信体験、災害時
にはたらく⾞（パ
トロール⾞、排⽔
ポンプ⾞、照明
⾞）の紹介を⾏い
ます。

学校関係者の⽅へ



⼟のう積みで体を動かしたり、機械の模擬操作など、
単純に聞くだけの受け⾝の学習（勉強）ではなく、⾃
ら⾏動することを通して総合的に理解が深まります︕

所在地 ⼩松市⼩島町ヲ27-2
開館時間 平⽇ 9︓00〜16︓00

※ ⼟⽇祝⽇は除く

⼊場料 無料
連絡先 TEL 0761-23-4000

※ 国⼟交通省 ⼩松出張所

団体でのご来館は事前に
お電話でのご予約が必要です。

国⼟交通省 北陸地⽅整備局 ⾦沢河川国道事務所
TEL 076-264-8800 (代)   Mail kanazawa-bousai1@hrr.mlit.go.jp   HP http://www.hrr.mlit.go.jp/kanazawa/

問い合わせ先

当⽇、学習⽤のノートを配布しますので、各⾃に「画板」と「筆記⽤具」を持たせてください。
⼦どもたちが⾒る「動画再⽣操作」をお願いいたします。
当⽇、⼈員の都合上、⼦どもたちのご誘導のサポートをお願いする場合があります。

総合学習として、河川教育・防災教育にご活⽤ください

ご引率の先⽣へのお願い

洪⽔対応の仕事を体験することで…
⼦どもたちが防災に対しての意識を⾼めるきっかけと
なります︕

３つの仕事の体験を通すことで…
⼦どもたちが洪⽔時に働く⼈たちについて理解するこ
とで社会学習となります︕

様々なミッション（作戦）を⾏う中で…
チームワークの⼤切さを感じることができます︕

役割分担・連携しながら体験することで…

※ 体験では、国⼟交通省、⼩松市、⽔防団などそれぞれの役割を
学ぶことができます。

施設内では、⼦どもたちの体験の様⼦をご覧いただき、終了後にこども達へ
「どのような体験で何を学べたか」ぜひ聞いてあげてください。

施設概要

活動を通してこんなことが得られます︕

・近年の防災・減災の意識の⾼まりから、平成29年11⽉から国⼟交通省と⽂部科学省が連携し、防災教育の⼀
層の充実を図っていくことになっています。

・現在、全国各地で、学校教育の中に「河川教育及び防災教育」を積極的に導⼊しようとする取組が⾏われて
いるところです。

・是⾮この機会に、防災学習授業の⼀環として、新しくなった梯川⼿づくり学習館をご活⽤ください。



今後の予定について
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今後のスケジュール(案）

出水期後 手取川・梯川大規模氾濫に関する減災対策協議会 幹事会（予定）

手取川・梯川大規模氾濫に関する減災対策協議会 幹事会

手取川・梯川・石川海岸水防連絡会 幹事会

令和
元年度

平成３１年度 第１回手取川・梯川大規模氾濫に関する減災対策協議会

手取川・梯川・石川海岸水防連絡会 総会

H31.3.27

R 1.5.20

【本日】

手取川・梯川大規模氾濫に関する減災対策協議会 幹事会：（予定）

手取川・梯川・石川海岸水防連絡会 幹事会：（予定）
H31年度末
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平成
30年度


